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概要

近年の無線通信は目覚しい発達をとげている。1990年代に携帯電話がデジタル化され、音

声以外にメールの送受信や webブラウジングが可能となった。このことは、携帯電話に革

命的な需要をもたらすこととなり、現在では小型の端末であるにもかかわらず数Mbpsから

10Mbpsを超えるデータ通信が可能となっている。さらに 2010年には、下りリンクの伝送

速度が 100Mbpsに達する予定である。一方、2000年以降に大きく普及した無線 LANは、

かつてはエンタープライズ用途がメインであったが、現在では一般家庭にも広く普及してい

る。AV家電との家庭内ネットワークを構築している事例も数多く見られる。無線 LANは、

IEEE802.11bという最大 11Mbpsの通信が可能な規格が広く普及し、後に 54Mbpsまで可能

な 802.11a/g が普及した。現在では最大 600Mbpsまでサポートする 802.11nの規格策定が

収束しつつあり、300Mbpsに対応した製品が出回っている。

このように無線通信における高速化はとどまるところを知らず、近年では IMT-Advanced

や IEEE802.11 VHT (Very High Throughput) など、1Gbpsに向けた検討も始まっている。

そのため、このような高速通信を実現するための技術が盛んに研究されている。システムが

高速伝送をサポートすると、受信機では一度に多くの情報を処理する必要があり、また、そ

れらを誤りなく復号するための様々な施策が必要となる。これらの施策により受信機の負荷

は大きくなってしまう。そこで、今後重要となる技術の 1つに、適応制御がある。

適応制御が有効な典型的な事例は、適正な伝送速度 (通信方式)の選択である。高速化にお

いて問題となることは、規格で定められている伝送速度は、概してスループットを保証する

ものではないということである。スループットとは、誤りによる再送などを考慮した、ユー

ザにとって意味のある実効伝送速度のことをここでは指している。1つの無線システムの中

で定められた複数の伝送速度を比較すると、概して高い伝送速度の方式ほど伝搬路に対し

てロバスト性は低くなる。そのため仮に 100Mbpsまで規定されているからといって、常に

100Mbpsを達成する通信方式 (周波数帯域幅、変調方式、符号化率など)で通信を行うと、伝

搬路状態によっては誤りによる再送等が発生し、スループットが大幅に下がってしまう。そ

のため、規格上の数値が大きくなることによって、さらなる高速伝送が可能となるが、実際

には伝搬路状況に応じて伝送速度、つまりはそれに対応する通信方式を制御することが重要

となるのである。

例えば無線 LANの規格である IEEE802.11aでは、変調方式と符号化率の組み合わせで 8

種類の伝送速度が用意されている。また、MIMO (Multiple-Input Multiple-Output) を用い

た IEEE802.11nでは、必須のものだけで 16種類の伝送速度が用意されており、さらにその

いくつかは同一の伝送速度になっている。これらをどのように使い分けるかは規格では規定
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概要

されておらず、ベンダーの実装依存となっている。他にも第 3世代携帯電話 (3G)では、多

重する符号チャネルの数によって伝送速度が異なり、その発展系である 3.5Gや、今後登場

する 3.9Gにおいても複数の変調方式と符号化率で伝送速度を制御する機構が備わっている。

このように、ユーザにとって意味のある高速伝送を実現するためには、ただ最大伝送速度

で通信し続ければ良いというものではなく、実効伝送速度を意識した通信方式の選択が重要

である。最も安直な手法は、何らかの手法により測定した受信品質情報をもとに、規格で定

められている全ての通信方式を考慮し、最適なものを選択するというものである。しかしこ

の手法は演算量が非常に大きくなり、効率的とは言えない。そしてもう 1つ重要な点は、通

信方式を選択する基準となる伝搬路状況は時々刻々と変化するため、実際には伝搬環境に応

じて適応的に制御する必要があるということである。そこで、適応制御による効率的な通信

方式の選択が望まれる。

上記以外にも、適応制御は、様々な場面で用いられる。高速通信においては、従来に比べ

てロバスト性が低下するため、伝搬路の補償や干渉除去のためのより複雑な受信アルゴリズ

ムを必要とする。そのため、これらの部分の演算量の増大が問題となる。増大する演算量を

削減し、効率的に受信を行うためには、伝搬状況などに応じて適応的に制御を行うことが有

効である。

以上を踏まえて、本論文では、無線通信の高速化における課題を解決する手段として、適

応制御について提案し、様々なシステムにおいて評価を行っている。まず最初に、適応制御

による受信機の回路規模削減方式について検討し、続いて、適応制御による効率的なスルー

プットの改善について検討している。

本論文は以下のように構成されている。まず第 1章では、無線通信システムの歴史、技術

動向、今後の展望について述べる。また、それらに基づき高速伝送を実現する際の問題点を

指摘し、最後に本論文の動機について述べる。

第 2章では、適応制御による演算量削減手法として、現在広く普及している 3G携帯電話

の礎となっているCDMAシステムの干渉キャンセラに着目している。本提案では、上りリ

ンクのパラレル型の干渉キャンセラを想定しており、干渉キャンセル後に全てのユーザの情

報を復号することを前提としている。干渉キャンセラにおいては、受信信号から所望の信号

以外のレプリカ信号を作成し、それを受信信号から引くことで所望の信号を取り出す。その

ためレプリカ生成時に誤りが発生すると、所望の信号の特性に大きな影響を与えてしまう。

そこで、レプリカ生成時に一度ビタビ復号を行うことで、レプリカ信号に生じる誤りを減少

することができ、特性が改善する。しかしその場合、干渉キャンセル後のビタビ復号とあわ

せて 2度の復号が必要となる。そのためレプリカ作成時の復号情報を用いて、干渉キャンセ

ル後の復号時の演算量を削減することを提案し、計算機シミュレーションにより有効性を確

認している。

第 3章では、MC-CDMA (MultiCarrier Code Division Multiple Access) システムにおい

て、適応制御による誤り率の改善を提案している。MC-CDMAにおいては、拡散された信号

を複数のサブキャリアにマッピングして送信するが、周波数選択性フェージングにより拡散
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符号間の直交性が崩れてしまう。そこで、フェージングによる落ち込んだサブキャリアを使わ

ないことで、品質の改善を図るものである。DS-CDMA (Direct Spread CDMA) をRAKE

受信した場合に比べて、適応制御付きのMC-CDMAが優れた性能であることを示し、適応

制御の有効性を述べている。

第 4章では、第 4世代通信方式としてNTTドコモが提案しているVSF-OFCDM

(Variable Spreading Factor-Orthogonal Frequency and Code Division Multiplexing) をモ

チーフとした、適応変調における閾値制御方法について提案を行っている。適応変調におい

ては、MCS (Modulation and Coding Scheme) を切り替えるために SNR (Signal to Noise

Ratio) が通常用いられ、それはCRC (Cyclic Redundancy Check) 結果に基づいて制御され

る。提案方式では、上位のMCSに切り替える閾値と下位のMCSに切り替える閾値を独立

に制御し、さらにターゲットとなる誤り率も独自に設定することで、良好なスループット特

性を示している。

第 5章では、Vector Codingシステムにおける適応変調を提案している。近年のMIMOに

おける固有モード伝送を皮切りに、送信側で伝搬路に適合したウエイトを乗算することで性

能を向上するプリコーディングに関する研究が数多く行われている。Vector Codingもその

1つであり、振幅と位相の情報を持った拡散符号によって拡散された複数のコードチャネル

を干渉なく伝送することが可能である。しかし各コードチャネルが伝送路行列の固有値に依

存するため、固有値の小さいコードチャネルを用いるよりも、その電力を他のチャネルに割

り当てる方が賢明である。そこで提案方式では、適応変調と適応コードチャネル数制御を組

み合わせ、CRC結果に基づいてそれらの制御を行っている。計算機シミュレーションによる

評価の結果、コードチャネル数制御を加えることで適応変調のみ用いるよりも良好なスルー

プット特性を示している。

最後に第 6章では、本論文のまとめを述べる。
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第1章 導入

1.1 無線通信の歴史と今後

近年の無線通信の発達は目覚しい。携帯電話は今や必需品となり、大人から子供まで一人

一台持つのが当たり前となりつつある。また、DSLや光ファイバなどのインフラの普及や

ネットワーク対応家電の増加により、PCや AV家電を無線 LANに接続して家庭内ネット

ワークを構築しているケースも少なくない。それにともない、音声のみならず映像や巨大な

データファイルなども無線で送受信する要求が高まり、無線回線の高速化が求められている。

このような高速化の経緯について、一般消費者に最も普及している携帯電話および無線LAN

を例に挙げて見ていく事にする。まず、それらについて実用化された伝送速度を年代順にま

とめたものを図 1.1に示す。

1k10k
100k1M
10M100M1,000M

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年
伝送速度  [bps] 携帯電話無線LAN

1Gbps

2G
3G 3.5G 3.9G802.11 802.11b802.11a/g 802.11n
2.5G

図 1.1: 伝送速度の経緯

日本における携帯電話について見てみると、1980年代に主流であった自動車電話は、1990

年代のデジタル化を皮切りに飛躍的に伝送速度を向上させてきた。まず第 2世代の携帯電

話 (2G)で用いられていた PDC (Personal Digital Cellular) は、9.6kbpsから 28.8kbpsで

あり [1.1]、北米における第 2世代である D-AMPS (Digital Advanced Mobile Phone Sys-

tem) は 13kbpsであった。PDCでは、このD-AMPSと共通の技術が多く採用されている。

4



第 1章 導入

しかし世界的に最も普及したのは欧州標準である GSM (Global System for Mobile Com-

munications) であった [1.2]。GSMは PDCと同等の伝送速度であったが、GPRS (General

Packet Radio Service) へと進化し、パケット通信で 115kbps を達成している。GSM/GPRS

は現在でもなお、世界的に最も利用者が多い。この GPRSと、米国クアルコム社が開発し

た IS-95 (cdmaOne) [1.3]は 2.5世代と言われている。そして 2001年に世界に先駆けて日本

でサービスが開始されたW-CDMA (Wideband Code Division Multiple Access) [1.4] [1.5]

は、第 3世代携帯電話 (3G)と言われ、通信速度は最大 384kbps にまで向上した。この方式

は、ITU (International Telecommunication Union) によって定められた IMT-2000 (Inter

Mobile Telecommunications - 2000) に準拠したものとなっており、室内環境で 2Mbpsまで

の通信や国際ローミング等を定義している。2Gや 2.5G は世界標準とはならなかったために

互換性がないが、3Gの規格は 3GPP (3rd GenerationPartnership Project) によって議論さ

れた世界標準が前提の規格である [1.6]。これ以降も 3.5G、3.9Gと発展していくが、様々な

国から様々な企業が標準化活動に参加し、規格策定に貢献している。なおW-CDMAは欧州

のTD-CDMA (Time Division - CDMA) を含めてUMTS (Universal Mobile Telecommuni-

cations System) と呼ばれている。3Gは、互換性を確保したまま 3.5Gに拡張され、数Mbps

にまで伝送速度を向したHSDPA (High Speed Downlink Packet Access) として現在サービ

スが提供されている [1.7]。さらに 2010年にサービス開始を予定している 3GPP-LTE (3rd

Generation Partnership Project - Long Term Evolution) は 3.9Gと言われ [1.8]、100Mbps

が 1つの達成基準とされている。図 1.1には記載していないが、米国クアルコム社が主導し

た規格であるCDMA2000などのサービスにおいても同等の伝送速度の向上が行われている。

一方、日本では 1993年頃に登場した無線 LANは、伝送速度は 2Mbpsであった。当時は

エンタープライズ用途に一部の企業が採用しているに過ぎなかったが、802.11bが爆発的に

普及し、一般消費者に対しても無線 LANの地位が確立された。さらに最大 54Mbpsを誇る

802.11a/g[1.9]が普及し、DSLや光ファイバの普及ともあいまって一般家庭でも気軽に無線

LANを利用できるまでになった。近年では 300Mbpsまで対応した 802.11nのドラフト対応

版 (規格はまだ策定中のため)の製品も出ている。なお 802.11nは規格上では 600Mbpsまで

規定されている [1.10]。無線 LAN は米国の IEEEによって規格が定めされており、実際に規

格策定を行う 802.11WG (Working Group) では個人ベースで投票権が与えられるため、一

定の条件を満たせば国や企業、大学を問わず規格策定に一定の決定権を行使することができ

る。3GPPとは規格策定までのプロセスや規定が大きく異なるものの、世界規模で高速通信

の規格策定が行われることは同じである。

現在では、IMT-Advancedや IEEE802.11 VHT (Very High Throughput) 等で、1Gbps

に向けた検討が始まっている。このように世界的に高速化の流れが起きており、少なくと

も 1Gbpsまでは通信速度は向上し続ける。一方で、このような高速伝送を達成するために

は、システム的に様々な工夫が要求されている。下記の表 1.1を見ると、携帯電話、無線

LANともにDS-SS (Direct Sequence - Spread Spectrum) をベースとした方式からOFDM

(Orthogonal Frequency Division and Multiplexing) をベースとした方式に移行している。
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DS-SSは、TDMA (Time Division Multiple Access) に比べて耐干渉性に優れているため、

周辺の基地局やアクセスポイントにて同じ周波数を繰り返し利用することができ、周波数利

用効率が高い方式として採用されてきた。しかし近年のASICの目覚ましい進歩により、高

速離散フーリエ変換 (FFT)のような、従来は困難とされたデジタル信号処理が可能となり、

OFDMが注目されている。OFDMが注目される理由の 1つには、簡易な等価器の構成で優

れた伝搬路耐性が得られることが挙げられる。しかしOFDMは、PAPR (Peak to Average

Power Ratio) が大きいため、電力増幅器の利用効率が悪く、低消費電力が前提の端末には

向かないとされている。そのため、3GPP-LTEなどでは上りリンクではOFDMは採用され

ていない。

表 1.1: 無線通信システムの技術動向カテゴリカテゴリカテゴリカテゴリ 名称名称名称名称 伝送速度伝送速度伝送速度伝送速度 帯域幅帯域幅帯域幅帯域幅 変調方式変調方式変調方式変調方式（（（（下下下下りりりり）））） アクセスアクセスアクセスアクセス方式方式方式方式 要素技術要素技術要素技術要素技術2G2G2G2G PDC 9.6kbps28.8kbps 50kHz DQPSK TDMAGSMGPRS 9.6kbps171kbps 200kHz GMSK TDMAIS-95（cdmaOne) 144kbps 1.25MHz QPSK DS-CDMA スペクトル拡散CDMA2000 3.1Mbps 1.25MHz QPSK/16QAM DS-CDMA スペクトル拡散UMTS（W-CDMA，TD-CDMA） 384kbps 5MHz QPSK DS-CDMA スペクトル拡散3.5G3.5G3.5G3.5G HSDPA 14.4Mbps 5MHz QPSK/16QAM DS-CDMA スペクトル拡散3.9G3.9G3.9G3.9G 3GPP-LTE 100Mbps（2010年を予定） 20MHz QPSK/16QAM/64QAM OFDMA（下り）SC-FDMA（上り） OFDMMIMOIEEE802.11b 11Mbps 11MHz CCK CSMA スペクトル拡散IEEE802.11a/g 54Mbps 20MHz BPSK/QPSK/16QAM/64QAM CSMA OFDMIEEE802.11n 300Mbps 20MHz BPSK/QPSK/16QAM/64QAM CSMA OFDMMIMO無線無線無線無線LANLANLANLAN

2.5G2.5G2.5G2.5G3G3G3G3G

このように、DS-SSやOFDMをベースとしたシステムが近年では主流となっているが、さ

らなる周波数利用効率の向上のためにMIMO (Multiple-Input Multiple-Output) が 3GPP-

LTE、IEEE802.11n、WiMAXなどで採用されている。これは複数の送受信アンテナを用い

ることで、周波数帯域幅を広げずに伝送速度を向上することが可能な方式である。MIMOは、

空間的な相関を利用して複数のストリームを送信するが、近年ではこれをユーザ多重に用い

るマルチユーザMIMOの研究も盛んに行われてる。マルチユーザMIMOは、IEEE802.16m

によって検討されており、これは IMT-Advancedに提案される予定である。次節以降では、

無線伝搬環境におけるこれらの要素技術やアクセス方式について述べ、本論文が解決しよう

としている課題について言及する。
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1.2 無線通信の伝搬環境と適応制御

1.2.1 無線通信の伝搬環境

時間受信電
力

時間送信電
力

時間送信電
力

周波数送信電
力

周波数送信電
力

周波数受信電
力

図 1.2: 無線通信における伝搬環境

無線通信においては、図 1.2に示されるように、様々な方向から到来する電波 (マルチパ

ス)によって受信側では干渉が起こる。この干渉により、時間方向、周波数方向に電力的な

落ち込みが生じてしまう [1.11]。これらの落ち込みは性能の劣化を招く。

一方で、1.1節で述べたように、無線通信システムは高速化の途上である。高速化を行う

には、大きく分けて以下のような要素技術が挙げられる。

• 広帯域化
• 変調多値数の増加・高効率符号化
• 符号や空間などによる多重化

しかし、これらは伝搬路に対するロバスト性とトレードオフとなる。広帯域化が行われた場

合には、これまでに見えなかったマルチパスが見えるようになり、周波数選択性がより厳し

くなる。また、変調多値数を増加させたり、符号化率を高くしたりすると、伝搬路変動に対

するロバスト性は低くなる。さらに符号や空間による多重を行うと、多重度に応じて干渉が

生じるため、性能を劣化させる要因となる。従って、高速化においては、最適な伝送速度、

つまりはそれを実現する変調方式、符号化率、多重数などの各種パラメータを適応的に選択

することが重要である。

1.2.2 適応制御とスループット

1.2.1節で述べたように、無線伝搬環境はマルチパスや移動体の速度の影響で時々刻々と

変化する。その際に、全節で述べたように、最適な伝送速度、つまりはそれを実現する通信
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方式を選択することが重要である。伝搬路が劣悪な場合、高速な通信方式を選択して通信を

行うと、受信側で誤りが多く発生し、実効速度、つまりスループットが低下する。これを回

避するためには、もっと速度が低くロバストな通信方式を選択する必要がある。その場合、

低い伝送速度で通信し続ける方が、結果的にスループットが高くなることは十分にあり得

る。このように伝搬路状況等に応じて適応的に通信方式を制御する適応制御が高速通信にお

いては不可欠である。そして、通信方式の中でも変調方式と符号化率を組み合わせてMCS

(Modulation and Coding Scheme) とし、これにフォーカスして制御を行うものを適応変調・

符号化 (Adaptive Modulation and Coding:AMC)と呼ぶ。図 1.3に、適応変調・符号化の概

念を示す。

SNR

時間

16QAM,符号化率3/4 16QAM,符号化率1/2 QPSK,符号化率1/2 64QAM,符号化率2/3

図 1.3: 適応変調・符号化の概念

以上のように、伝搬路状態に合わせてMCSを制御する手法が、今後の無線通信にとって

非常に重要である。特に近年のシステムでは最大伝送速度が大きくなっているが、これは言

い換えれば、その範囲内で選択できるMCSの数が増加しているとも言える。現に 802.11n

では、必須のものだけでMCSが 16通り、オプションまで含めると 77通り用意されている。

そこで、AMCにおけるスループットと SNRの関係を見てみることにする。横軸を SNR、

縦軸をスループットとすると、MCSごとに図 1.4に示すようなカーブとなる。
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MCS1と2の切替え閾値 SNR

スループット

MCS1
MCS2

MCS3

MCS2と3の切替え閾値
図 1.4: 通信方式ごとのスループットの例

スループットは誤りが起きた際の再送等を考慮して算出される。そのため SNRが大きく

なると誤り率が下がるために再送が起きにくくなり、スループットは向上する。誤りがゼロ

になると、そのMCSでの最大のスループットを達成し、それ以上 SNRが大きくなっても値

は変わらない。従って、その場合にはより高い伝送速度のMCSに切り替えることが望まし

い。図 1.4に示すカーブにおいては、最もスループットが高いところをなぞるように通信方

式を選択することが最適な制御であると言える。

3GPP-LTEでは、端末のCapabilityに応じて最大 300Mbpsまでの伝送速度が用意されて

おり、最適なMCSの選択が可能なように CQI (Channel Quality Information) をフィード

バックする機構が用意されている。さらに OFDMAにおいて、使用するサブキャリア数を

タイムスロットごとに変えられるようになっている。つまり、MCS以外にも帯域幅も制御

対象となっていると言える。このように、様々なシステムに対して通信方式を制御すること

が重要視されている。そこで次節以降では、適応制御の要素技術について述べる。

1.3 適応制御

1.3.1 適応制御の要素技術

図 1.5に、適応制御における要素技術をまとめたものを示す。以下、順を追って説明する。
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パラメータ 切り替え基準制御単位
変調方式 チャネル基準（ﾁｬﾈﾙ容量・ﾁｬﾈﾙ相関）

電力基準（受信電力・SNR・SIR）
誤り基準（CRC・Ack）

通信方式の選定
閾値による切り替え最適方式を計算

符号化率
サブキャリア配置 全リソース共通リソース毎に個別
符号多重数空間多重数

尤度情報送信電力
サブキャリア数 Ack等による切り替え

復号パス
図 1.5: 適応制御の要素技術

パラメータ

無線通信における適応制御は、様々な用途で用いられる。代表的なものは、変調方式や符

号化率を制御するAMCである。これらを含めて、図 1.5に示したような代表的なパラメー

タが考えられる。

変調方式および符号化率については、それぞれが独立に制御される場合と、MCSとして

一体となって制御される場合が考えられる。例えば IEEE802.11aでは、以下のように 8つ

のMCSが定義されている。通信時にこれらのどのMCSを用いるかは実装依存であり、伝

搬路状態に応じて適応的に切り替えることで、安定した通信を確保することが可能となる。

表 1.2: IEEE802.11aのMCS

No 伝送速度 MCS
1 6Mbps BPSK, 符号化率 1/2
2 9Mbps BPSK, 符号化率 3/4
3 12Mbps QPSK, 符号化率 1/2
4 18Mbps QPSK, 符号化率 3/4
5 24Mbps 16QAM, 符号化率 1/2
6 36Mbps 16QAM, 符号化率 3/4
7 48Mbps 64QAM, 符号化率 2/3
8 54Mbps 64QAM, 符号化率 3/4

変調方式と符号化率は、独立に制御を行う方がより伝搬路に適した制御が可能になると予

測できる。しかしシステムが煩雑になるため、実システムにおいは、このようにMCS単位
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で制御するものが多く、変調方式と符号化率を完全に独立にしたようなものは見当たらない。

3GPP-LTEにおいても、各変調方式ごとに多くの符号化率が存在するものの、MCSによっ

て変調方式と符号化率の組が通知される [1.12]。

制御単位

適応制御においては、前節で示した各種パラメータをどの単位で制御を行うかによって以

下のように区別される。

リソース共通制御 リソース共通制御では、すべてのリソースについて同じ方式が適用され

る。例えばOFDMの適応変調であれば、全サブキャリアに共通の変調方式が割り当てられ

る。この方式では、伝搬状態が良いリソースにも悪いリソースにも同じ方式が割り当てられ

るため、理論的には後述するリソース独立方式よりも性能は劣ると考えられる。しかし制御

が簡単になるという利点があり、さらにインターリーブと誤り訂正符号化によるダイバーシ

チ効果を考慮すると、性能差はさほど大きくないと考えられるため、実システムではこちら

の手法が採用される傾向にある。

リソース独立制御 こちらの方式では、各リソースごとに個別の通信方式が割り当てられる。

例えばOFDMの適応変調であれば、サブキャリアごとに異なる変調方式が割り当てられる。

この方式は制御が複雑であるため、リソース数が大きい場合には実システムでは運用を嫌う

傾向がある。例えば 3GPP-LTEでは、全体としてはOFDMAの異なるサブキャリア群 (正

確にはリソース・ブロック)に異なる変調方式が割り当てられるが、同一ユーザではMCSは

共通である。一方で 802.11nのオプションとして、MIMOの各ストリームに異なる変調方式

を割り当てるモードが存在する。これは、リソース独立制御と考えることができる。

切り替え基準

適応制御においては、通信方式を選択するための切り替え基準が存在する。基準としては、

以下のものが考えられる。

• 電力基準 (受信電力、SNR、SIR)

• チャネル基準 (チャネル容量、チャネル相関)

• 誤り基準 (CRC、Ack)

• 尤度情報基準

このうち、受信 SNR (Signal to Noise Ratio) もしくは受信 SIR (Signal to Interference

Ratio) などの基準が用いられることが多い [1.13]。なぜなら SNRや SIRは既知信号を用い

て比較的容易に測定が可能であり、受信した際の性能の有効な指標であるためである。ただ

しMIMO伝送などの場合には、SNR以外に伝搬路行列の相関によって何本の空間ストリー
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ムを送信できるかが左右されるため、チャネル容量などの指標も有効な基準になると考えら

れる。

通信方式の選定

通信方式をどのように選定するかは、適応制御による性能を左右する重要な要素である。

確実な手法は、システムが定義している複数の通信方式の全てについて切り替え基準で示し

たような値を計算し、基準を満たすものを選択する手法である。例えばAMCであれば、全

てのMCSについて計算を行い、決定する。しかしこのような手法は演算量の増大を招くた

め、Ackなどの情報に基づく制御、もしくは閾値による簡易な制御も考慮される。前者につ

いては、例えばAckが返って来なかったらMCSを 1つ下げるなどの制御である。後者につ

いては、測定している SNRと、予め定められた閾値を比較することでMCSの制御を行う。

例えば前述の図 1.4においては、2箇所のMCS切り替えポイントが存在するため、閾値も 2

つ定められる。この閾値を実測値が超えているかどうかで、MCSを選択する。

1.3.2 CRCによる閾値制御

図 1.4においては、2箇所のMCS切り替えポイントが存在するが、最適な切り替えポイン

ト、つまり SNR閾値は、伝搬路の統計的な性質に基づいて決められるため、予め決めること

が困難ということである。また、この統計的な性質は、概して時々刻々と変化するため、最

適な切り替えポイントも変化する。さらに受信機においては、規格通りの信号を受信できて

も端末ごとに性能差が生じる。なぜなら受信側は特に実装依存であり、受信アルゴリズムの

他にアナログ系の歪などで性能は大きく左右される。そのため仮に伝搬路の統計的な性質が

把握でき、かつそれが予測できたとしても、最適な閾値を設定するのは非常に困難である。

このような課題を解決する手段として、閾値を適応的に制御する手法が望まれている。

SNR閾値を適応的に制御するために、実際に誤りが起きたかどうかで制御する手法がよ

く知られている。誤りが起きない場合には、より速度の高い方式に切り替わり易くし、誤り

が起きた場合にはより速度の低い方式に切り替わり易くする。前述のように、SNRを基準

として制御する場合には、測定した SNRと SNRの閾値を比較する。そのため誤りが起きた

場合に閾値を高くし、誤りが起きなかった場合には閾値を低くすることで、伝搬環境に応じ

た制御が可能となる。誤りが起きたかどうかの判定は、受信側でCRC (Cyclic Redundancy

Check) を用いることで可能となる。以上を踏まえて、以下のような制御を行う。

• CRC OK: SNR閾値を δdowndB下げる

• CRC NG: SNR閾値を δupdB上げる

この δdownおよび δupは、そのシステムがターゲットとするパケット誤り率 (PER)により決

定される。例えば δdown = 0.99dB、δup = 0.01dBと設定すると、ターゲットとするPERは

0.01となる。例えば 100個のパケットを受けた場合に、99個がCRC OKで 1個がCRC NG
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とすると、閾値は変化しないことになる。この時の PERは 0.01となるため、0.01をター

ゲットとした制御であることになる。このような制御を施した適応変調・符号化の概念図を、

例として以下の図 1.6に示す。

時間

SNR CRC OK CRC Error CRC OKCRC OK CRC Error
MCS1とMCS2の切り替え閾値 MCS2

MCS1
図 1.6: 適応変調・符号化と閾値制御

以上のような制御を行うことで、ターゲットとなる誤り率に応じた閾値の設定が可能とな

る。なお実際には正の係数を γとして、δdown × γおよび δup × γとして閾値を制御しても、

ターゲットとなる PERは同じである。γを大きくすると、初期設定した閾値から最適値へ

の収束が速くなる。その一方で、大きくし過ぎるとMCSが頻繁に切り替わることになるた

め、収束後には小さい値に設定することが望ましい。

1.4 アクセス方式と適応制御

1.4.1 DS-CDMAの研究動向と適応制御

DS-CDMAの歴史は古く、1960年代には軍用途で実用化されている。一方民生用では 1995

年に IS-95において実用化され、現在日本で最も普及している 3G携帯電話の方式であるW-

CDMAにも採用されている。

DS-CDMAは、スペクトル拡散された各ユーザの信号を多重して通信を行う方式である。

図 1.7に、DS-CDMAの送受信機構成を示す。
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拡散拡散
拡散

変調ユーザ #1ユーザ #2
ユーザ #K 逆拡散逆拡散逆拡散

DD2DF-1
逆拡散 位相補正位相補正位相補正位相補正

端末端末端末端末（（（（ユーザユーザユーザユーザ#1））））
復調RF RF基地局基地局基地局基地局

変調
変調

RAKE受信
(a) 下りリンク

拡散拡散
拡散

変調変調
変調

ユーザ #1ユーザ #2
ユーザ #K

逆拡散逆拡散DDF-1
逆拡散 位相補正位相補正位相補正
基地局基地局基地局基地局

復調RF RF
RF
RF

ユーザ#1
ユーザ#K

端末端末端末端末

(b) 上りリンク

図 1.7: CDMAの送受信機構成

下りリンクでは、ユーザごとにスペクトル拡散された信号信号が多重されて送信される。

受信側では、送信側で拡散された自身に対応する拡散符号で逆拡散を行うことでデータを復

元する。この逆拡散は通常到来波ごとに行われ、合成することでパスダイバーシチ効果が得

られる。これをRAKE受信と呼ぶ。RAKE受信器では、自分に割り当てられた拡散符号を

マルチパスのタイミングごとに遅延を持たせて乗算し、逆拡散および合成を行う。下りリン

クにおいては、自身の信号のみRAKE合成すればよいのに対し、上りリンクでは基地局は全

てのユーザの信号を復調する必要があるため、ユーザごとに RAKE合成を行う。一方上り

リンクでは、各ユーザが拡散して送信した信号が伝搬路を介して受信側で多重され、基地局

であれば全てのユーザの逆拡散を行う。この RAKE受信を正確に行うためには、パスサー

チ方式 [1.14]が重要である。

拡散に用いられる符号は、下りリンクにおいては各ユーザを直交させるためにWalsh符号

[1.16]もしくはそれをベースにした符号が通常用いられる。W-CDMAにおいては、ユーザ間

を識別するためにOVSF (Orthogonal Variable Spreading Factor) 符号 [1.15]というWalsh
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符号ベースのものが用いられ、異なる拡散率であっても直交性が保たれるように定められて

いる。一方上りリンクにおいては、ユーザ間の正確な同期が困難であるため、各ユーザの識

別にはGold系列 [1.16]を基にしたスクランブル符号が用いられている。

DS-CDMAでは、この拡散符号の相関によって特性が大きく左右される。特に上りリン

クにおいては、前述のように直交符号を用いる意義が低いため、下りリンクに比べてユーザ

間干渉が大きくなるという問題がある。従って、この干渉をいかに抑圧できるかが課題の 1

つである。1990年代の研究は、この干渉除去に関する研究が多く、干渉キャンセラが検討

されている [1.17][1.18]。W-CDMAにおいても、干渉キャンセル用の拡散符号が別途定義さ

れており、さらに、2000年以降でも干渉キャンセラを適用した研究は数多くなされている

[1.19][1.20]。因みに自己相関と相互相関の両方が完全にゼロである系列を用いれば、逆拡散

時にマルチパスによる干渉と他ユーザからの干渉の両方を無くすことができるが、装置の簡

易化のために用いられる 2値符号では、そのような符号は見つかっていない。ただしCAZAC

(Constant Amplitude Zero Anto-Correlation) 符号 [1.21]のように、位相に情報を持たせた

符号を用いれば、自己相関と相互相関の両方を小さく抑えることが可能である。CAZACは

3GPP-LTEにおいて、同期用の信号に採用されている。

CDMA が民生用に実用化された当初は、伝送速度は IS-95 で 64kbps、W-CDMA でも

384kbpsであり、データ変調方式もQPSKに固定であった。そのため、伝送速度を伝搬路に

応じて適応的に制御することは想定されていなかった。W-CDMAでは、上述のOVSF符号

のように可変拡散率やマルチコード伝送 [1.22]が採用されていたが、これは伝搬路による制

御ではなく、ユーザのトラフィックに応じた制御であった。ただし伝搬路に応じた適応制御

として、送信電力を増減する送信電力制御 [1.23][1.24]が導入されており、送信電力の増減を

決める閾値に対する制御が行われている [1.25]。

一方 2000年前半では、HSDPAに向けた検討が開始され、16QAMが採用されて伝送速度

が向上した。そのため、代表的な適応制御であるAMCが導入され、HSPAではそれを実施

するためのフレーム構成も採用されている。今後のアクセス方式の主流は DS-CDMAから

OFDMAへと変わりつつあるが、OFDMは PAPR (Peak to Average Power Ratio) の問題

から上りリンクでは CDMAを推す声もある。また、4GではMC-CDMAやOFCDMも検

討されており、CDMAの技術が活かされていくと予想される。

1.4.2 OFDMの研究動向と適応制御

OFDMは、複数の搬送波（サブキャリア）を用いて通信を行うマルチキャリア伝送の 1

つで、各サブキャリアを直交させることで周波数利用効率を高めたものである。図 1.8に、

OFDMの送受信機構成を示す。図中、S/Pは直並列変換、P/Sは並直列変換、GIはガード・

インターバルを表す。

15



第 1章 導入

S/P変調 RF RFIFFT&P/S S/P 腹調FFT&P/SGI付加 GI除去 等化
図 1.8: OFDMの送受信機構成

図に示すように、OFDMは、受信機において高速フーリエ変換 (FFT)を、送信機におい

てその逆変換 (IFFT)を必要とする。CDMA同様、OFDMも基本原理は 1960年頃に確立し

ている。デジタル信号処理が普及する以前は、サブキャリアごとに変調器を並列に持つ必要

があり、回路規模や精度の点で実現が難しいものであった。しかし近年のASICの目覚まし

い進歩により、離散フーリエ変換が実現できるようになり、実用化に至った。

OFDMは、その周波数利用効率の高さもさることながら、各サブキャリアの帯域幅を小さ

くとることで、等化器が簡易な構成ですむという利点がある。これは、周波数選択性フェー

ジングをサブキャリア単位ではフラットフェージングとみなせるからである。CDMAでは

RAKE受信のために遅延波のタイミング推定が必要となり、さらに合成後に抑圧することが

困難な干渉が残ってしまう。OFDMでは、DS-CDMAに見られるパスダイバーシチ効果が

得られない反面、高度なタイミング推定も不要であり、ガードインターバル内に遅延波が収

まっていればサブキャリア間の干渉 (Inter-carrier Interference:ICI)はゼロにすることができ

る。このため、OFDMの研究ではタイミング推定や等化の研究は少ない。その代わり、伝

搬路の時間変動や送受信の周波数ずれ、IQミスマッチ等の歪の影響により ICIが生じてし

まうため、それらを補正する研究が行われている [1.26][1.27]。また、OFDMは PAPRが大

きく、増幅器を線形動作させるには効率が悪くなってしまう。そのため、PAPRを抑制する

ための研究が 1990年代から現在にかけても盛んに行われている [1.28]-[1.30]。さらに近年で

は、地上デジタル、WiMAX、3GPP-LTE などに見られるように、伝送路推定用のパイロッ

ト信号が時間と周波数で離散的に挿入されるため、パイロット信号間の推定値を補間する研

究も行われている [1.31]。

OFDMに関する適応制御については、無線LANの規格である IEEE802.11aにおいてAMC

が採用されている。この場合、変調方式と符号化率を 1セットとしてMCSと定義し、これを

制御する手法である。また、OFDMでは、複数のサブキャリアに情報が存在するため、サブ

キャリアごとに異なるMCSを割り当てるようなAMCが研究されている [1.32]。また、MCS

のみならず、サブキャリアごとの電力も適応的に割り当てる研究もなされている [1.33]。さら

にOFDMでは、IFFTの入力を並べ替えるだけで複数のサブキャリアの配置を容易に変えら

れるため、周波数軸上でのスケジューリングに適応制御を用いることが可能となる。これは

サブキャリア単位で行うことができる。特に近年では、WiMAXや 3GPP-LTEでOFDMA

16



第 1章 導入

(Orthogonal Frequency Division Multiple Access)が採用されており、各サブキャリアでユー

ザを識別することで干渉なく多重することが可能となる。そのユーザ多重の際のスケジュー

リングに関する研究が盛んに行われている [1.34][1.35]。

1.4.3 MC-CDMAの研究動向と適応制御

MC-CDMA (Multicarrier - CDMA) は、前述のCDMAとOFDMをあわせたものである

[1.36]。CDMAが時間方向に信号を拡散するのに対し、MC-CDMAでは OFDMの各サブ

キャリアに拡散符号を割り当てる。この拡散符号がユーザ識別に用いられ、直交性を保つこ

とが望まれる。受信側では、各サブキャリアに拡散符号を乗算し、合成することで逆拡散を

行う。MC-CDMAの送受信機構成を以下の図 1.9に示す。

S/P拡散 RF RFIFFT&P/S S/P 腹調FFT&P/SGI付加 GI除去 等化変調 逆拡散

C0(0) 周波数符号0 C0(1) C0(2) C0(N) C0(N-1)C1(0) C1(1) C1(2) C1(N) C1(N-1)CK-1(0) CK-1(1) CK-1(2) CK-1(N-2) CK-1(N-1)符号1符号K-1
図 1.9: MC-CDMAの送受信機構成

この方式は、周波数軸方向に拡散を行っているため、OFDMに比べて周波数ダイバーシ

チ効果が得られるという利点がある。その反面、周波数選択性フェージングの環境下では、

各ユーザ（もしくは符号チャネル）の直交性を回復するために等化処理が必要となる。MC-

CDMAは、CDMAの後継のシステムとして研究が行われてきた。そのため、1990年末に

は、MC-CDMAとOFDMAの比較に関する研究が行われている [1.37]。

一方MC-CDMAにおける適応制御としては、文献 [1.38]において、AMCが検討されて

おり、それ以外には以下に示す NTTドコモが 4G向けに開発した方式においていくつか研

究されている。この方式は VSF-OFCDM (Variable Spreading Factor - Orthogonal Code

Division and Multiplexing) と命名されており [1.39][1.40]、MC-CDMAの拡散率を可変に

して、周波数多重、時間多重、符号多重のすべてが可能なものである。通常の OFDMAに

比べて周波数ダイバーシチ効果を得られ、ユーザが帯域を占有できる環境では拡散率を 1(つ

まり通常の OFDMA)にして高速通信が可能といった柔軟性がある。VSF-OFCDMの概念

図を 1.10に示す。図 1.10において、SF timeが時間方向の拡散率を表し、SF freqが周波数

方向の拡散率を表している。この場合、SF time× SF freqがそのユーザの拡散率として定
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義される。MC-CDMAとは異なり、SF freqがコヒーレンス帯域幅以内であれば簡易な等化

処理で逆拡散が可能となる。これは時間領域にも言えることで、逆拡散を簡易に行うために

は SF timeがコヒーレンス時間以内である必要がある。

SF_time SF_freq 

time 

frequency 768 carriers 

768 
拡散単位

図 1.10: VSF-OFCDMの概念図

1.5 固有モード伝送と適応制御

これまでに述べてきたアクセス方式に加えて、近年では固有モード伝送が注目を集めてい

る。本節では固有モード伝送について概説し、適応制御との関連性について言及する。

1.5.1 時間多重伝搬路

1.2.1節で示したような無線伝搬路は、多数のパスを持つWSSUS (Wide Sense Stationary

Uncorrelated Scattering) と考えることができる。このような伝搬路は、以下の図 1.11に示

すようなタップ遅延モデルとして表される。
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time
timePropagation Delay Multipath Tail

Transmission BlocksTransmitter
Receiver Transmission Gap

x0 x1 x3 x4x0 x1 x3 x4 xNx-2xNx-1xNx-2xNx-1
x0 x1 x3 x4 xNx-2xNx-1

Transmission Block ( 1 block)h(0)×h(1)×
h(L-1)×

Multipath TailReceived Signal

Ny=Nx+L-1
図 1.11: WSSUSの伝搬モデル

ここで、h(l)は、各パスの複素インパルス応答のサンプリング値、Lはパス数である。ま

た、各シンボル間の Transmission Gapは、無信号区間を表している。この場合、伝搬路の

複素インパルス応答 ht(n)は以下のように表される。

ht(n) =
L−1∑
l=0

h(l) (1.1)

このような伝搬路の下で、Nx個の情報シンボルからなるベクトルxを送信し、Ny = Nx+L−1

個の受信サンプルからなるベクトル yを受信したとすると、伝搬モデルは以下のように表さ

れる。

y = Hx + n (1.2)

ここで、nは、yと同じサイズの雑音ベクトルであり、H は以下のように表される。

H =



h(0) 0 0 . . . 0
h(1) h(0) 0 . . . 0
. . . h(1) h(0) . . . . . .

h(L−1)
... h(1)

. . . 0

0 h(L −1)
...

. . . h(0)
0 0 h(L −1) . . . h(1)
...

...
...

. . .
...

0 0 0 . . . h(L −1)


(1.3)

以下では、このような伝搬モデルを基に、固有モード伝送について説明する。
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1.5.2 時間領域の固有モード伝送 (Vector Coding)

固有モード伝送は、MIMOの発展系として近年盛んに研究されているが、このような手

法は古くは 1980年代後半にさかのぼる。時間領域の固有モード伝送では、前述の 1.3式を

以下のように特異値分解することで実現できる。

H = UDV H (1.4)

U および V はユニタリ行列であるため、送信側でV、受信側でUH を乗算することで、伝

搬路があたかもDであるかのように振舞われる。Dは、Ny ×Nxで対角成分以外はゼロの行

列である。なお、Dの非ゼロの要素数はmin(Nx, Ny)であり、それらがH の特異値となっ

ている。従って、最大Nx個の情報シンボルが干渉なく受信されることになる。このような

手法を、Vector Coding(以下VC)と呼ぶ。

近年の研究により、VC は OFDM の性能を上回る可能性があることが確認されている

[1.41]。そこで図 1.12にVCとOFDMの比較結果を、1.3 にその時のシミュレーション条件

を示す。マルチパスフェージングとして、文献 [1.41]同様、各パスが 1dB ずつ電力が減少す

るの指数減衰モデルで評価を行った。誤り訂正は用いていない。OFDMでは、マルチパス

の数が増加しても特性は変化しないが、VCではパスダイバーシチ効果が得られていること

がわかる。ただし実運用では、誤り訂正やインターリーブなどにより、OFDMでも周波数

ダイバーシチ効果を得ることが可能となるため、その差は小さくなる。なお、本検討の詳細

は文献 [1.42]に示されている。

0.0001
0.001
0.01
0.1

1

0 5 10 15 20 25 30SNR        [dB]

BER VC - flatVC - 2pathsVC - 4pathsVC - 8pathsOFDM - flatOFDM - 2pathsOFDM - 4pathsOFDM - 8paths
図 1.12: Vector CodingとOFDMの比較
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表 1.3: シミュレーションパラメータ

変調方式 QPSK
拡散率 (OFDMではサブキャリア数) 32
ガードインターバル 8
チャネルモデル 指数減衰モデル

（パス毎に 1dBずつ減衰）
ドップラ周波数 5Hz

VCは、1.2式で与えられる伝搬モデルにおいて、チャネル容量を最大にする伝送方式であ

る。しかし、VCは 1988年に提案されて以来、ほとんど研究はなされていない。しかし近年

になって、古川らが研究を行っている [1.41]。それでも後述のE-SDM (Eigenmode - Spatial

Division Multiplexing) とは比較にならないほど研究は少なく、その特性は明らかになって

いない。

1.5.3 周波数領域の固有モード伝送 (OFDM)

OFDMについては、既に 1.4.2節において原理を説明したが、本節では固有モード伝送の

観点から解説する。

1.5.1節においては、送信シンボル間で無信号区間を GIとして設けているが、OFDMで

はこれが Cyclic Prefixと呼ばれるように自身の信号を巡回させて先頭に付加したものとな

る。この場合、受信側で GIを除いた際のNy × Ny の伝搬路行列 (ただし GIを除いたため

Ny = Nx)は以下のように表される。

Ho =



h(0) 0 . . . h(L−1) . . . h(1)
h(1) h(0) 0 . . . h(L−1) . . .

h(2) h(1) h(0) 0 . . . . . .
. . . . . . . . . . . . . . . . . .

h(L−1) h(L−2) . . . h(0) . . . 0
0 h(L−1) h(L−2) . . . h(0) . . .
. . . . . . . . . . . . . . . . . .
. . . 0 h(L−1) . . . h(1) h(0)


(1.5)

ここで 1.5式に示される行列Hoは巡回行列であるが、巡回行列は離散フーリエ行列F に

よって対角化が可能である。従って、Hoは、K ×Kの対角行列Doを用いて以下のように

表される。

D
1
2
o = FHoF

H

HH
o Ho = F HDoF (1.6)
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以上より、1.2式はOFDMの場合には以下のように書き換えることができる。

FHH
o yo = Dos + FHH

o zo (1.7)

つまり OFDMにおいては、VCの送受信のウエイト行列 V および U に対応するものが離

散フーリエ行列であり、伝送路行列の固有値成分がサブキャリアの情報に乗算される。この

ようにVCとOFDMは原理的には似通っている。このため、OFDMは周波数軸上での固有

モード伝送であると言うことができる。ただしOFDMとVCのチャネル容量を比較すると、

VCの方がチャネル容量が大きくなり、それに起因して前節で示したように性能の向上が見

込まれる。一方OFDMの利点は、Cyclic Prefixをつけることで、送信側で伝送路行列その

ものを知らずとも、フーリエ変換により対角化が可能な点であるといえる。OFDMに対す

るこのような考え方は、文献 [1.43]に記載されている。

1.5.4 空間領域の固有モード伝送 (E-SDM)

これまでは時間および周波数について固有モード伝送を解説したが、近年では空間領域の

固有モード伝送の研究が盛んである。ベースとなっている技術はMIMO伝送 [1.44]であり、

周波数利用効率を格段に向上させる手段として注目を集めている。MIMOはBell Laboratory

によって 1990年代後半から 2000年にかけて要素技術が確立され [1.45]、現在でも大学、企

業など様々な機関で研究が行われている。MIMOは周波数帯域を広げることなく伝送速度

を向上できるため、今後の無線通信システムの高速化には必須の技術と言われている。

図 1.13に示されるように、MIMOにおいては各送受信アンテナ間の伝搬路を行列として

扱うことができる。この伝搬路行列の要素は、1.5.1節で示したようなWSSUSチャネル環

境下においては、各要素が伝搬遅延モデルを模擬した多項式で表される。しかしこの場合に

は、MIMOの復調処理が非常に複雑になってしまう。そのため、各サブキャリアをフラット

フェージングとして扱うOFDMと相性が良く、各サブキャリアで周波数領域の伝搬路行列

を定義することで、チャネル行列の各要素は複素のスカラとして扱うことができる。このよ

うに OFDMとの親和性の高さから、OFDMとMIMOを取り入れたシステムが 3.9G以降

の主流になると予測される。
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受信RF
受信RF

送信RF
送信RF

受信端末送信端末 h00h10h01h11Hx
x0
x1

y0
y1y

図 1.13: MIMO

図 1.13におけるMIMOの受信信号は、以下のように定義される。

ym = Hmxm + nm (1.8)

ここで、NtとNrはそれぞれ送信アンテナ数と受信アンテナ数、xm = [x0, x1, . . . , xNt−1]は

送信信号ベクトル、ym = [y0, y1, . . . , yNr−1]は受信信号ベクトル、nm = [n0, n1, . . . , nNr−1]

は雑音ベクトルで、nmの各要素は白色ガウス雑音 (AWGN)である。OFDMを仮定した場

合、サブキャリアごとのチャネル行列の各要素は、複素数のスカラとみなすことができ、Nr

行Nt列 (以下、Nr×Ntと記載)のチャネル行列Hmは以下のように定義できる。

Hm =


h0,0 h0,1 . . . h0,Nt−1

h1,0 h1,1 . . . h1,Nt−1

. . . . . . . . . . . .

hNr−1,0 hNr−1,1 . . . hNr−1,Nt−1

 (1.9)

受信側では、送信信号がチャネルの影響を受け、混ざり合って受信される。この混ざり合っ

た信号から送信信号をストリームごとに取り出すために、例えば以下に示される ZF (Zero

Forcing) やMMSE (Minimum Mean Square Error) 基準のウエイトが利用される。これら

のウエイトを受信信号 ymに乗算することで、送信信号 xmを復元することができる。

Wm,ZF = (HH
mHm)−1 · HH

m (1.10)

Wm,MMSE = (HH
mHm + σ2I)−1 · HH

m (1.11)

ここで、σ2 = E[|n1|2] = E[|n2|2] = . . . = E[|nNr |2]である。MIMOにおいて重要な課題

の 1つは、このように混ざり合った信号をいかに分離するかである。1.10式や 1.11式で得

られるウエイトを乗算するような線形処理に比べて、最尤推定 (MLD:Maximum Likelihood

Decision)のような非線形処理は優れた特性が得られるが、演算量は線形処理よりも大きくな

る [1.47]。そこで近年ではMLDの演算量を削減するような研究も盛んに行われている [1.48]。
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一方で、線形処理においてMLDと同等の性能を達成する手段として、固有モード伝送であ

る E-SDM (Eigenmode - Spatial Division Multiplexing) [1.49]が注目を集めている。

E-SDMでは、送信側でチャネル行列Hmに依存したウエイト行列 Vmを乗算することで

達成される。Vmは、VC同様、以下のようにHmを特異値分解 [1.50] することで得られる。

Hm = UmDmV H
m (1.12)

ここで、UmはNr×Nr のユニタリ行列、VmはNt×Ntのユニタリ行列、DmはNr×Nt

で対角成分以外はゼロの行列である。送信側で行列Vmを乗算し、受信側では行列Umを乗

算することで、受信信号は以下のように表される。

ym = HmVmxm + nm

Umym = Dmxm + Umnm (1.13)

Dmは対角成分以外はゼロであるため、送信されたストリームが干渉なく受信されることが

わかる。また、Umはユニタリ行列であるため、雑音強調も起きていない。しかしこの処理

のためには、送受信の両方でチャネル行列Hmを共有する必要がある。なお、受信側でUm

を乗算する処理は、Wm,ZF およびWm,MMSE を用いて線形処理を行う場合には等価とみな

すことができ、実際に受信側でUmそのものを知る必要はない。このような手法を導入する

ことで、前述の ZFやMMSEのみを用いた場合に比べて大きな性能改善効果が期待される。

また、文献 [1.51]に示されるように、送信側で電力の適正化を行うことでさらなる性能改善

が可能となる。

固有モード伝送は、IEEE802.11nの仕様にオプション機能として採用されている。また、

干渉せずに複数のストリームを送信できるという性質から、各ストリームにユーザの情報を

割り当てるMU-MIMO (Multi-user MIMO) が注目を集めている [1.55]。この手法は IMT-

Advancedに提案すべく IEEE802.16mで議論が進められている。

1.5.5 固有モード伝送における適応制御

固有モード伝送では、複数の固有チャネルが存在する (OFDMの場合はサブキャリア)。そ

のため、これらの固有チャネルごとの適応制御の研究が数多くなされている。OFDMについ

ては 1.4.2節で既に述べたが、MIMOにおいてもOFDM同様に、送信ストリームごとの適

応変調・符号化に加えて、ストリームごとの送信電力を制御するものが多数研究されている。

実システムにおいても、802.11nでは、送信ビームフォーミング時に伝搬路に適したMCSを

選択できるようになっている。なお、OFDMのサブキャリアや、MIMOの固有チャネルご

との適応変調・符号化のことをビット・ローディング [1.56][1.57]、送信電力制御のことをパ

ワー・ローディングと呼ぶ場合がある [1.58]。ただし送信電力制御については、CDMAなど

で用いられるパワーコントロールが電力の不均一性を均一にするのに対して、パワー・ロー

ディングは、サブキャリアや固有チャネルごとに注水定理 [1.59]を適用するような制御を指

す傾向がある。
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表 1.4: 本論文の概要目的 干渉キャンセラにおいて、ビタビ復号器の演算量を削減する既存技術の課題 レプリカ信号生成時、および干渉キャンセル後で２度のビタビ復号を必要とし、レイテンシに問題が生じる提案方式 レプリカ信号生成時のビタビ復号情報を用いて干渉キャンセル後のビタビ復号器の復号パスを適応的に制御する効果 伝搬路にも依存するが、60%程度の演算量削減を達成目的 MC-CDMAのサブキャリア割り当てを適応的に行うことで、スループットを改善する既存技術の課題 MC-CDMAでは、逆拡散の際に直交性を補償する必要があり、等化方式がOFDMに比べて複雑であった。また、従来ではOFDMにおけるサブキャリア割り当ての研究はあるが、MC-CDMAではなされていない提案方式 伝搬路状況に応じて、受信電力の高い順にサブキャリアを割り当てる効果 伝搬路に応じてサブキャリアを適応的に割り当てることで、簡易な等化方式でもDS-CDMAに比べてスループットを向上させることが可能となった目的 適応変調・符号化において、伝搬路の事前情報を用いずにMCSを制御する既存技術の課題 MCSを切り替えるためのSIR閾値を制御する際に、伝搬路の統計的な性質を知っておく必要があり、非現実的であった提案方式 上位のMCSに切り替える閾値、および下位のMCSに切り替える閾値について独立なターゲット誤り率を設定し、CRC結果においてのみ閾値を制御する効果 異なる伝搬環境においても、事前情報なしに最適に近いスループット特性を達成できた目的 Vector CodingにAMCおよびコードチャネル数制御を導入し、スループットを改善する既存技術の課題 時間領域にける行列について、ZFやMMSEを行う研究は存在するが、通信路容量が最大にならない。これを最大にするのはVector Codingだが、Vector Codingでは利得の小さい符号チャネルが性能を劣化させる。提案方式 AMCとコードチャネル数制御を、同じ制御で実現する。手法は、４章で用いたようなCRCを用いた制御で、伝搬路の事前情報を必要としない。効果 MMSEと比較することで、Vector Codingの位置づけを確認できた。また、AMCのみを用いた場合に比べて、コードチャネル数制御によりスループットの向上が確認できた

２章
３章
４章
５章

1.6 研究の位置づけ

1.1節で述べたように、無線通信には様々な規格が存在する。それぞれの規格においては、

1.4節で述べた多重アクセス方式や要素技術が採用され、無線伝搬路への対策が行われてい

る。そしてこれらの方式に対して適応制御を行うことが今後の高速通信にとって重要な課題

の 1つである。そこで本論文では、1.2節で述べた高速化の要素技術である、広帯域化、変

調多値数の増加・高効率符号化、符号や空間などによる多重化、受信側の演算量削減につい

て、以下の表 1.4のように検討を行っている。

また、適応制御技術における本研究の位置づけを図 1.14に示す。図中、リソースとは、

OFDMのサブキャリア、および固有モード伝送の固有チャネルなどの制御対象を表してい

る。3章から 5章については、1.3節に示したように様々な制御パラメータや方式が存在する

が、本論文がこのうちどの部分に焦点を当てているかが示されている。
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３３３３章章章章

適応変調・符号化（AMC）

適応リソース割り当て
適応電力制御

� リソース共通• 変調方式・符号化率独立制御• MCS制御� リソース独立（ビット・ローディング）• 変調方式・符号化率独立制御• MCS制御� 時間領域スケジューリング� 周波数領域スケジューリング� 空間領域スケジューリング
� リソース共通（パワー・コントロール）� リソース独立（パワー・ローディング）
� サブキャリア数制御（OFDMベース）� 拡散率制御（CDMAベース）適応多重数制御� 空間ストリーム数制御（MIMOベース）� 符号チャネル数制御（CDMA、VC）

４４４４章章章章

５５５５章章章章適応帯域幅制御

適応制御適応制御適応制御適応制御によるによるによるによるスループットスループットスループットスループット向上向上向上向上適応制御適応制御適応制御適応制御によるによるによるによる演算量削減演算量削減演算量削減演算量削減� 同期� アナログ歪み補正� 伝搬路推定・追従� 等化・尤度計算� 誤り訂正復号 ２２２２章章章章

図 1.14: 適応制御技術における本研究の位置づけ

特に適応変調・符号化については、変調方式と符号化率を独立に制御するか、MCSとし

て制御するか、また、リソースごとに独立に制御するか、共通に制御するのかでアプローチ

が変わってくる。全てを独立に制御するものが最も伝搬路に適した制御となるが、演算量を

考えると、実システムには向いていない。また、前述のように、誤り訂正符号化やインター

リーブによるダイバーシチ効果により、独立制御と共通制御の差分さほど大きくないと考え

られる [1.60]。そこで本研究では、実用性を重視し、リソースごとに共通のMCSを用いて 4

章および 5章で検討を行っている。

続いて、後述する 2章から 5章までに関して、これまでの研究に関する本研究の位置づけ

を図 1.15に示す。
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3章章章章MC-CDMAに適応制御を導入し、受信電力の低いサブキャリアを使わないように制御。簡易な受信方式でDS-CDMAと比較。

4章章章章VSF-OFCDMに適応変調を導入。CRC結果をもとに閾値を制御するが、伝搬路の事前情報を必要としない制御方法を提案。

5章章章章Vector Codingに適応変調を導入し、変調方式・符号化率のみならず固有チャネルの数をCRC結果に応じて制御。MMSEと比較し、Vector Codingの位置づけを明確化

文献文献文献文献[1.66]MC-CDMAとDS-CDMAを比較。MC-CDMAはMLDで受信。
文献文献文献文献[1.70]適応変調にはSIR閾値による切換えが有効

文献文献文献文献[1.74]時間領域の伝搬路行列に対してZFやMMSEを適用

文献文献文献文献[1.71]VSF-OFCDMにおける適応変調。SIR閾値は固定。
文献文献文献文献[1.50]空間領域の伝搬路行列に対して固有モード伝送を適用（E-SDM）

MC-CDMAにおけるサブキャリアごとのスケジューリングは未検討
文献文献文献文献[1.67]OFDMにおけるキャリアホール伝送（他システムへの干渉回避）文献文献文献文献[1.68]OFDMにおけるサブキャリアごとのスケジューリング（性能向上） 文献文献文献文献[1.36]MC-CDMAが次世代の通信方式として期待

文献文献文献文献[1.73]HSDPAにおける適応変調。CRC結果に応じて閾値を制御。文献文献文献文献[1.25]CRC結果による送信電力制御 閾値は適応的に変動するが、上限閾値と下限閾値のオフセットを決めるのに伝搬路情報が必要
伝搬路に応じた閾値設定が事前に必要

WSSUS伝搬路におけるチャネル容量の最大化
文献文献文献文献[1.52]Vector Codingの提案 文献文献文献文献[1.41][1.42]Vector Codingの再評価 微弱な符号チャネルによる性能劣化

比較

文献文献文献文献[1.69]マルチコードDS-CDMA比較

2章章章章DS-CDMAの干渉キャンセラに適応制御を導入し、誤り訂正復号器の演算量を削減文献文献文献文献[1.65]ビタビ復号器の演算量削減
文献文献文献文献[1.62]キャンセラシステムにおいて、レプリカ作成時に誤り訂正を適用文献文献文献文献[1.61]パラレル型干渉キャンセラによる干渉低減 ２度のビタビ復号による演算量（レイテンシ）が問題

文献文献文献文献[1.39][1.40]VSF-OFCDMの提案

図 1.15: これまでの研究に対する本研究の位置づけ
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まず 2章では、適応制御による演算量削減について検討している。1.4.1節で示したよう

に、1995年頃のCDMAは、適応変調以前にQPSKがせいぜいであり、16QAMなどの多値

変調は用いられていない。そのため伝搬路状況から複数のMCSを制御するような研究はほ

とんど行われていなかった。また、固有モード伝送とは違って、CDMAではコードチャネル

間の利得差もないことから、コードチャネルごとに変調方式を割り当てる研究も行われてい

ない。一方で、干渉抑圧の研究は多数あり、特に上りリンクの干渉キャンセラは、IS-95か

らHSPAまで検討が行われていた [1.61]。

干渉キャンセラにおいては、レプリカ信号を作成する前に一度誤り訂正を行うことで、レ

プリカ信号の精度が向上し、キャンセル後の信号の誤り率が低減される [1.62]。しかしキャン

セル後にも誤り訂正を施すため、演算量が増加してしまう。本研究が行われた当時は、ビタ

ビ復号器の回路規模やレイテンシはベースバンド処理の中でもかなりの割合を占めていた。

そのため PHSなどでは、畳み込み符号は用いられていない。このような背景があり、ビタ

ビ復号の演算量の低減についての研究が行われていた [1.63]-[1.65]。そこで 2章では、文献

[1.65]に記載されている方式を応用し、レプリカ信号生成の際に行われる誤り訂正の情報を

利用してキャンセル後の誤り訂正を適応的に制御することで、演算量削減を達成している。

現在では、ASICの進歩により、ビタビ復号の回路規模はさほど問題にはならなくなってい

る。しかし 3GPP-LTEの制御チャネルのように復号を何度も必要とする場合や、性能向上

のために繰り返し復号を用いる場合などは演算量の削減が求められ、本研究のように前回の

復号情報を利用することも有益であると考えられる。

続いて 3章では、MC-CDMAを対象として検討を行っている。CDMAでは、伝搬路の時

間的な変動が緩やかであればコードチャネル間の直交性が保たれる。一方MC-CDMAでは、

周波数帯域全体にわたって拡散を行うため、コヒーレンス帯域幅を超えて逆拡散がなされる

場合には直交性が損なわれてしまうが、実際にフラットフェージング環境を期待することは

難しい。文献 [1.66]では、MC-CDMAとDS-CDMAの比較を行っているが、DS-CDMAが

受信側で最大比合成を用いているのに対し、MC-CDMAはMLDを用いており、端末向け

には不向きであった。そこで 2章では、MC-CDMA の受信方式を極力簡易なものとし、代

わりに適応制御を適用したMC-CDMAとDS-CDMAを比較している。

提案方式では、周波数選択性フェージングにより落ち込んだサブキャリアを適応的に用い

ないことで、性能改善を達成している。サブキャリアの一部を用いない手法はキャリアホー

ル伝送と呼ばれており、以前より検討されていた [1.67]。しかしこれは他システムへの干渉

を回避するために用いられており、伝搬路状況に応じた自システムの性能改善策ではなかっ

た。一方、自システムの性能改善としては、サブキャリアごとに情報をマッピングする研究

は検討されている [1.68]。しかしこれらの検討はOFDMであり、MC-CDMAにおいてその

ような検討は存在しなかった。特にMC-CDMAでは、OFDMに比べて等化方式が複雑にな

るため、それを緩和するために適応制御を用いた検討は行われていない。本章では、提案方

式と DS-CDMAをマルチコード伝送 [1.69]において比較した結果、提案方式の有効性を確

認している。
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4章では、MC-CDMAをベースとしたVSF-OFCDMに着目している。VSF-OFCDMで

は、時間方向と周波数方向に拡散を行うため、コヒーレンス時間とコヒーレンス帯域内に拡

散単位を制限することで、全帯域に拡散を行うMC-CDMAに比べて簡易な逆拡散を行うこ

とができる。

VSF-OFCDMは、フレーム構成や送信電力制御などの様々な検討が行われているが、4G

向けに 100Mbps以上を想定しているため、AMCは必須の技術であると考えられる。そのた

め、AMCに関する様々な検討が行われている [1.71][1.72]。適応変調では、理想的には、用

意された変調方式と符号化率を独立に選択し、拡散単位でそれらを制御することである。し

かしこのような手法は極めて複雑であるため、VSF-OFCDMのように実運用を意識したシ

ステムには向いていない。そこで、変調方式と符号化率はMCSとして一体化し、SIRを基準

に切り替えるようにすることで、適応変調が有効に機能することが示されている [1.70]。し

かしこれらの検討では、閾値は予め定められており、伝搬路環境が異なる場合に有効に機能

するとは言えなかった。このような問題を解決するためには、1.3.2節に示したように、CRC

の結果に応じて適応変調のための SIR閾値制御が提案されている [1.73]。さらに文献 [1.73]

では、現在選択しているMCSより上位のMCSに切り替えるための閾値 (上限閾値)と、そ

れより下位のMCSに切り替えるための閾値 (下限閾値)は異なるため、これらを別々に制御

することを提案している。しかしこれらの閾値を区別してはいるものの、上限閾値から特定

のオフセットを持たせて下限閾値を決定し、CRC結果に応じて連動して制御していた。そ

のためこの手法では、オフセット値が伝搬路状況によって変わってしまうため、予め決めて

おくことが困難であった。そこで、4章では、VSF-OFCDMに適応変調・符号化を行った場

合の、新しい制御手法の提案と性能評価を行っている。提案方式では、上限閾値と下限閾値

のターゲット誤り率を別々に定め、前述のオフセット値を用いずに独立に制御している。計

算機シミュレーションによる評価の結果、4G向けの高速無線システムであっても提案方式

が有効に機能することを確認している。

5章では、Vector Coding (VC) において、変調方式、符号率以外に、固有チャネル数の制

御を行っている。固有モード伝送は、近年MIMOでの研究が盛んである。しかし時間領域

の固有モード伝送である VCは、1990年頃に確立した技術であるが、現在までにほとんど

検討は行われていない。これは 1.3式からわかるように、VCではサイズの大きい行列の特

異値分解が必要となるため、CDMAなどと比べて当時は実用化の目処が立たなかったため

と考えられる。しかし近年になって、画像などではサイズの大きい特異値分解も実用化され

ており、1.5.2節でも示したようにOFDMよりも性能が向上する可能性があることがわかっ

ている。また、VCで考えられているような時間領域の行列に ZFやMMSE等化を用いる研

究が近年行われているが [1.74]、VCは固有モード伝送であるため、これらの手法に比べて

チャネル容量を最大にすることが可能である。そこで 5章では、これまで明らかにされてい

なかったVCについて適応制御を含めて評価を行い、利点と欠点を述べて位置づけを明確に

している。提案方式では、VCにAMCを適用し、さらに使用する固有チャネル (コードチャ

ネル) 数も併せて制御する。特にVCでは、時間領域の行列を扱うために、送受信のアンテ
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ナ数で制限されるMIMOの固有モード伝送に比べて、固有チャネルが多くなる。そのため、

固有チャネル数を適応的に変化させるには、複雑な制御が必要となる恐れがある。そこで本

提案では、VCで生じる複数の固有チャネル (コードチャネル)のうち、送受信に用いる数を

CRC結果に応じて適応的に制御する。そしてコードチャネル数が少なくなると下位のMCS

に変更し、コードチャネル数が多くなると上位のMCSに変更する。このような制御を行う

ことで、通常のAMCのみ適用した場合に比べてスループット特性が改善することを示して

いる。このような手法は、他の固有モード伝送である E-SDMやOFDMにも容易に適用す

ることが可能であり、今後の応用が期待できる。

最後に 6章において、本論文の研究成果をまとめる。
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第2章 DS-CDMA干渉キャンセラにおけるビ
タビ復号器の演算量削減に関する検討

CDMAにおいては、他局間干渉が周波数利用効率を決定する。この周波数利用効率を改

善する方法として、キャンセラシステムがある。キャンセラシステムにおいては、初期判定

(干渉キャンセル前のレプリカ信号生成時の復号)による誤りが特性を劣化させる大きな原因

となる。そのため、初期判定の段階でビタビ復号器を用いて誤り訂正を行なうキャンセラシ

ステムが提案されている。しかしそのシステムでは 1ユーザーあたり 2台のビタビ復号器が

必要となり、計算量が増加してしまう。このことは音声通話などでは復号遅延を招き、問題

となる。そこで本章では、2つのビタビ復号器のうち、1台目のビタビ復号器の復号情報を

基に適応的に 2台目のビタビ復号器の演算量を削減することを提案する。計算機シミュレー

ションの結果、当該のビタビ復号器の計算量を最大 80%程度削減することが可能となった。

2.1 はじめに

CDMAシステムにおいては、同じ周波数、同じ時間帯に複数のユーザーの情報が伝送で

きるという利点があるが、所望のユーザーが他のユーザーから干渉を受けてしまう。この干

渉を、他局間干渉 (Co-Channel Interference:CCI) という。そのためセルラー構造における

基地局では、受信器においてCCIを抑制し、個々のユーザーの情報を正確に検出することが

求められる。これまで基地局における複数のユーザーの情報検出 (Multiuser Detection) の

ために、様々な工夫がなされてきた。例えば最適検出器 [2.1]は、著しく良好な特性が得ら

れるが、システムがユーザー数に対して指数関数的に複雑になるといった欠点があった。そ

こで、相互相関の逆行列を計算してマルチユーザーの検出を行うデコリレーターが提案され

[2.2][2.3]、最適検出器に近い特性を保持したままシステムの複雑性が抑制された。しかしこ

の検出器において受信器は相互相関を計算せねばならず、計算量がユーザー数に対して指数

関数的であった。

この指数関数的な計算量の増大なしでCCIを抑制する手段として提案されたキャンセラシ

ステムは、相互相関の計算を必要とせず、システムの複雑さはユーザー数に対して線形的と

なった [2.4][2.5]。キャンセラシステムにおいては、受信信号から初期判定により個々のユー

ザーのレプリカ信号を生成し、それを受信信号から削除するといった形態をとるため、初期

判定による誤りがシステムの特性を大きく左右する。そのためこの初期判定による誤りを抑

制することが重要である。

一方、畳み込み符号化とビタビ復号 [2.6]は、軟判定による誤り訂正が可能であり、セルラ
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や無線 LANを問わず幅広く用いられている。そこで初期判定の段階でビタビ復号器による

誤り訂正を行うキャンセラシステムが提案され [2.7][2.8]、ユーザーキャパシティの著しい増

加が達成された。しかし文献 [2.7]のシステムにおいては、1ユーザー当たり初期判定の段階

で 1台、復号の段階でもう 1台、あわせて 2台のビタビ復号器が必要となり、計算量が増大

してしまう。このことは、特に音声通信などの遅延が許されない通信においては致命的とな

る可能性がある。ビタビ復号器は、状態数が少なければ今でこそ回路規模はさほど問題には

ならず、DSPでも処理が可能である。しかし 1990年代は、ビタビ復号器の回路規模が全体

に占める割合は大きく、処理量も問題視されていた。そのため演算量削減に関する研究がい

くつか行われていた。例えば、

SST (Scarce State Transition) を用いたもの [2.9]−[2.11]、プリ復号と M-アルゴリズム

[2.12]を組み合わせたものなどがある [2.13]。これらは、ビタビ復号器の計算の大部分を占

めるACS (Add Compare Select) の計算量を減らすことで高速化を達成している。そこで本

研究では文献 [2.7]を拡張し、2台目のビタビ復号器の高速化を目的とする。1台目のビタビ

復号器は、初期判定においてシステムの特性を大きく左右する部分なので、高速化は行わな

いものとする。

本章では、上述のACSの計算量を減らすために、1台目のビタビ復号器の情報を 2台目に

フィードフォワードして高速化を行うことを提案する。2台目のビタビ復号器では、1台目

から得られた情報を基に適応的に復号パスを削減し、高速化を達成している。

2.2 CCIキャンセラ

2.2.1 システムモデル

図 2.1に、送信機構成を示す。システムとして IS-95を想定しており、各ユーザの信号は

畳み込み符号化され、その出力に応じたWalsh 系列に変換される (直交畳み込み符号化)。

Walsh系列となった符号化出力はインターリーブされ、ユーザ固有の長周期のPN系列が乗

算される。そしてアップコンバートされ、送信される。各ユーザから送信された信号は、基

地局で多重して受信される。今回は簡単化のため、上りリンクでの同期がとれているものと

仮定する。

図 2.2に、CCIキャンセラの受信機構成を示す。図 2.2において、受信信号は逆拡散され、

相関器に入力される。この相関器においては、送信側で用いたWlash系列との相関演算が行

われる。そしてその結果が軟出力値としてビタビ復号器に入力される。ビタビ復号器によっ

て一度復号された信号は、再度畳み込み符号化され、Walsh系列変換、インターリーブ、拡

散がなされる。これらの作業はすべてのユーザについて行われ、全てのユーザのレプリカ信

号が作成される。そして所望のユーザ以外の全てのユーザのレプリカ信号が受信信号から削

除される。最終的に得られた所望のユーザの信号は、再度逆拡散され、ビタビ復号が行われ

る。このような構成のキャンセラは、全てのユーザの処理が並列に行われるため、パラレル

型の干渉キャンセラと呼ばれる。
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図 2.1: 送信機構成
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2.2.2 理論解析

前節で述べたように、各ユーザの符号化データは、その出力に応じて系列長M の直交信

号 (Walsh系列)に変換される。そのため符号化率 1/mの畳み込み符号化を行った場合には、

実際には (M = 2m)の出力が得られる。この出力はインターリーブおよび変調され、ユーザ

固有の長周期の PN系列の一部が乗算されることで拡散される。拡散率は GP = TS/TC で

表され、TS は拡散前のシンボル長、TC は拡散後のチップ長である。この場合、受信信号は

以下のように表される。

y(t) =
K∑

i=1

√
PiW

r(t − τi)Ci(t − τi) + n(t) (2.1)

ここで、W r(t)は r番目の直交符号系列であり、r = 1, . . . ,M である。Ci(t)は i番目のユー

ザにおける拡散符号であり、拡散率GP よりも十分に長い長周期の PN系列の一部分を利用

している。Piは i番目のユーザの送信電力である。τiは i番目のユーザの伝搬遅延であり、

(0 ≤ τi ≤ TS)である。また、n(t)は電力密度がN0/2[W/Hz] の AWGNである。簡単化の

ため、本解析ではAWGNチャネルを想定している。

基地局においては、すべてのユーザについて逆拡散および相関演算が行われる。この相関

演算では、すべてのM 値直交系列との相関が計算される。k番目のユーザにおける u番目

の相関値出力は以下のように表される。

Zk(u) =
√

1
TS

∫ TS

0
y(t)ck(t − τk)W u(t − τk)dt

=
√

P

TS

∫ TS

0
W r(t − τk)W u(t − τk)dt

+
K∑

i=1
i̸=k

√
P

TS

∫ TS

0
Ci(t − τi)Ck(t − τk)

· W r(t − τi)W u(t − τk)dt

+
√

1
TS

∫ TS

0
n(t)ck(t − τk)W u(t − τk)dt

=
√

PTS

∫ TS

0
W r(t − τk)W u(t − τk)dt

+ Iu
k + Nu

k (2.2)

ここで、

Iu
k =

K∑
i=1
i̸=k

√
P

TS

∫ TS

0
Ci(t − τi)Ck(t − τk)

· W r(t − τi)W u(t − τk)dt (2.3)

であり、また、

Nu
k =

√
1
TS

∫ TS

0
n(t)ck(t − τk)W u(t − τk)dt (2.4)
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である。文献 [2.8]により、他のユーザからの干渉の分散は以下のように表される。

V ar{Iu
k } =

K∑
i=1
i̸=k

γik
ES

3GP 3
(2.5)

ここで、ES = PTSはシンボルあたりの電力であり、γikはユーザ kとユーザ iの間の干渉量

の平均値である。ここで、各ユーザの信号はPN系列が乗算されているため、ランダムな矩

形波とみなすことができる。その場合、γikは平均的に 3GP 2とみなすことができる [2.14]。

また、雑音の分散は以下のようになる。

V ar{Nu
k } =

N0

2
(2.6)

ここで、Walsh系列の直交性により、u番目の相関器の出力は、u = rの場合のみ大きな値

を示すはずである。この場合の相関器出力は以下のように表される。

Zk(u) =

{ √
ES + Iu

k + Nu
k u = r

Iu
k + Nu

k u ̸= r
(2.7)

Zk(u)の値を基に、ビタビ復号器によって各ユーザの情報が復号される。ここで、ビタビ復

号器が d個のシンボル誤りを含む間違ったパスを選択する確率は、文献 [2.7]より以下のよ

うになる。

Pdn1 = Q

(√
d · SNRn1

2

)
(2.8)

ここで、SNRn1は相関器出力における信号対雑音電力比である。SNRn1は、2.5式、2.6式、

および 2.7式より、以下のように表される。

SNRn1 =
1

K − 1
GP

+
N0

2Es

(2.9)

ここで、K はユーザ数である。Q(t)はQ関数であり、定義は以下となる。

Q(t) =
1√
2π

∫ ∞

t
exp(

−x2

2
)dx (2.10)

よって、再符号化の際のシンボル誤り率は以下のようになる。

Pen ≈
dfree+3∑
d=dfree

d · Ad · Pdn1 (2.11)

ここで、Adは、d個のシンボル誤りを含むパスの数である。以上より、干渉キャンセル後の

SNRである SNRn2は、以下のようになる。

SNRn2 =
1

2Pen
K − 1
GP

+
N0

2Es

(2.12)
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2.12式より、干渉キャンセル後の誤り率は近似的に以下のようになる。

Pen ≈
dfree+3∑
d=dfree

Bd · Pdn2 (2.13)

ここで、Bdは非ゼロの要素数が dであるパスの総数であり、is the total number of nonzero

information bits on all dfreeは最小自由距離である。Pdn2は SNRn2を用いて以下のよう

に表される。

Pdn2 = Q

(√
d · SNRn2

2

)
(2.14)

2.3 提案方式

2.2節で述べたシステムにおいては、レプリカ信号生成時と干渉キャンセル後の復号時で

合計 2台のビタビ復号器をユーザあたり必要とする。このことは、回路規模や復号のレイテ

ンシの面で好ましくないといえる。そこで本章では、2台目のビタビ復号器の高速化を目的

として、以下の 3つの手法を導入する。

方式 1 レプリカ信号生成における逆拡散後の相関器出力の情報およびビタビ復号の復号パ

スの情報を利用する。今回用いた直交畳み込み符号化では、符号化出力に応じてWalsh系列

の 1つが選択されて送信される。従って、(最初の)逆拡散後の相関器出力は、正しい系列と

の相関の場合には 1が、そうでない場合には 0が出力されるはずである。しかし実際には雑

音や干渉の影響により、たとえば図 2.3に示すような確率密度分布を示す。ここで、AWGN

モデルを仮定した場合には、この分布は正規分布とみなすことができ、分散は 2.9式の分母

で表される。図 2.3においては、閾値 (Th1)は、間違った系列との確率密度が十分に小さい

点となっている。つまり、P (Zk(u) > Th1|u ̸= r) ≈ 0と記載できる。言い換えれば、Zk(u)

が Th1を超えた場合には、正しい系列との相関値であるとみなす。図 2.4に、1台目のビタ

ビ復号器のトレリス線図の例を示す。復号パスにおいて、時刻 t5と t6の間のステート遷移が

01から 10である相関器出力が閾値 Th1を超えている場合には、そのパスは正しいとみなし

て 2台目のビタビ復号器にフィードフォワードする。この場合、2台目のビタビ復号器では、

時刻 t5におけるステート 00、10、11と、時刻 t6におけるステート 00、01、11に係るパス

はメトリック値を計算しない。このような操作を行うことで、ACSの演算量を削減する。
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図 2.3: 最初の (レプリカ生成時の)相関器出
力

図 2.4: 方式 1におけるトレリス線図の一例

図 2.5: 干渉キャンセル後の相関器出力 図 2.6: 方式 2におけるトレリス線図の一例

方式 2 方式 2では、干渉キャンセル後の相関器の出力を用いる。干渉キャンセル後の相関

器出力の分布も正規分布と考えられ、分散は 2.12式の分母として表される。干渉キャンセル

が正しく機能した場合には、分散値は小さくなると予想される。この様子を図 2.5に示す。

方式 2においては、閾値 (Th2)を正しい相関値の確率密度が非常に小さくなる点とする。

つまり、P (Zk(u) < Th2|u = r) ≈ 0である。言い換えれば、Zk(u) < Th2である場合には

その値は正しい相関値とはみなさず、それに係るビタビ復号の演算を割愛する。この様子を

図 2.6に示す。例えば時刻 t4と t5の間の遷移において、符号化出力 01に対応するWalsh系

列の相関が Th2を下回った場合には、そこのパスは信頼性がないと判断し、そこのパスに
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係る演算を行わないものとする。このようにして、ACSの演算量を削減する。

方式 3 方式 3は、方式 1および方式 2を組み合わせたものである。つまり、1台目のビタビ

復号器の復号パスに関する情報と、干渉キャンセル後の相関器の情報を両方を利用してACS

の演算量を削減する。

本手法を用いた提案方式のブロック図を図 2.7に示す。図中、ACSコントローラが削除す

るパスの情報を記憶し、2台目のビタビ復号器の復号を適応的に制御する。ここで、2台目

のビタビ復号器におけるACS削減率を以下のように定義する。

(ACS削減率) = 1 − (ACS実行数)
(ACS総数)

(2.15)

ACS実行数とは、各ステートにおいてパスメトリックを計算し、比較する操作が実際に行わ

れた数である。また、ACS総数は、提案方式を用いない場合の全ての ACS操作の総数で、

以下のようになる。

(ACS総数) = (ステート総数) × (復号ビットの総数) (2.16)

図 2.7: 提案方式のブロック図

表 2.1: シミュレーションパラメータ

Constraint Length 4
Coding Rate 1/3

Spread Sequence long PN sequence
Processing Gain 128
1 Packet Length 192 bit

Bit Rate 64 kbps
Noise AWGN
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2.4 シミュレーション結果

2.4.1 AWGNチャネルにおける特性

表 2.1に、シミュレーションにおける各種パラメータを示す。IS-95は比較的狭帯域な通信

であるため、AWGNチャネルおよびフラットレイリーフェージングチャネルにおいて評価

を行っている。

まず、AWGNチャネルでの結果を図 2.8および図 2.9に示す。図 2.8は、ビット誤り率

(BER)対閾値を示している。横軸の閾値は、正しい相関が得られた場合の値を 1として正規

化したものであり、図 2.3および図 2.5に示される Th1および Th2の値の絶対値である。方

式 1については、干渉キャンセル前の相関器の情報を用いているため、他ユーザからの干渉

によりユーザ数が多くなると分散が広がり、閾値 Th1を大きくする必要があることがわか

る。一方方式 2については、干渉キャンセルを行った後の相関器の情報を用いているため、

ユーザ数が増えても閾値 Th2自体の大きさに影響はほとんどないことがわかる。そして図

2.9は閾値ごとのACS削減率を示している。図 2.8および 2.9より、BERの劣化を許容すれ

ばするほど、高いACS削減率が得られることがわかる。これらの図をもとに、今回は Th1

および Th2は、7ユーザの場合にはそれぞれ 1.6および 1.5、27ユーザの場合にはそれぞれ

2.3と 1.5として次に示す評価を行った。

図 2.10に、ACS削減率対Es/N0の特性を示す。Th1と Th2の値は前述のとおりである。

方式 3を用いることにより、7ユーザで 50%以上、27ユーザで 20%以上のACS削減効果が

得られた。削減率は Es/N0によって異なるが、これは Th1と Th2の値を Es/N0に依らず

固定にしたためであり、その結果 Es/N0が大きくなるほど相関出力の分散が小さくなるた

め、ACS削減効果も小さくなっている。よって、Es/N0が決まれば、閾値を最適化するこ

とでさらなるACS削減効果を見込むことが可能となる。一方図 2.11に、BER対Es/N0の

特性を示す。前述の閾値設定においては、従来方式 (ACS削減を行わない)からの劣化は方

式 3で 0.3dB程度であり、2.10に示すACS削減効果が得られるものと考えられる。
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図 2.8: BER対閾値 (Es/N0 = 5dB) 図 2.9: ACS削減率対閾値 (Es/N0 = 5dB)

図 2.10: ACS削減率対Es/N0 図 2.11: BER対Es/N0(7 users)

2.4.2 レイリーフェージング環境下での特性

図 2.12から図 2.16まで、フラットレイリーフェージングにおける特性を示す。ドップラ

周波数は 5Hzであり、各ユーザのフェージング波形は独立であるとする。また、上りリンク

ということで送信電力制御を想定している。まず図 2.12に、送信電力制御に関する評価結

果を示す。図中”No Fading”はAWGNチャネルである。図 2.12より、性能を保つためには
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ダイナミックレンジが 10dB程度必要であることがわかる。そのため以降の評価では、ダイ

ナミックレンジが 10dBの送信電力制御を行うこととした。

図 2.13および図 2.14に、前節の AWGNの場合同様、BER対閾値、および ACS削減率

対閾値の特性を示す。これらの結果より、方式 3における Th1および Th2は、7ユーザの

場合でそれぞれ 1.5および 1.7、27ユーザの場合でそれぞれ 2.2および 1.7として以降の評価

を行うこととした。これらの設定において、図 2.15に ACS削減率対 Es/N0 の特性を、図

2.16にBER対Es/N0の特性をそれぞれ示す。図 2.15においては、AWGNの場合 (図 2.10)

に比べて、Es/N0による依存性がやや小さくなり、全体としてACS削減率が高くなってい

ることがわかる。しかし図 2.16を見ると、方式 3の誤り率はACSを削減しない場合に比べ

て 0.5-1dB程度の劣化が見られる。ただし方式 3ではACS削減率 60%以上を達成しており、

Es/N0が低い領域では 80%程度まで削減できる。そのため、演算量と性能とのトレードオフ

となる。また、図 2.15を見ると、方式 2における ACS削減率が AWGNの場合に比べてか

なり小さくなっている。送信電力制御が行われてはいるものの、所望のユーザの電力の分散

が広がっているため、方式 2が有効に機能していないと考えられる。従って、所望のユーザ

の電力変動が大きな場合には方式 1のみを利用するということも 1つの解である。

図 2.12: 送信電力制御における BER対Es/N0(7 users)
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図 2.13: BER対閾値 (Es/N0 = 5dB) 図 2.14: ACS削減率対閾値 (Es/N0 = 5dB)

図 2.15: ACS削減率対Es/N0 図 2.16: BER対Es/N0(7 users)

2.5 結論

本章では、干渉キャンセラにおけるビタビ復号器の高速化を行うために、レプリカ生成時

のビタビ復号器の情報を干渉キャンセル後のビタビ復号器にフィードフォワードし、適応的

に復号情報を制御することで演算量の削減を行った。また、それ以外に干渉キャンセル後の
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相関器の情報も付加することで、さらなる演算量の削減が可能となった。レイリーフェージ

ング環境において評価を行った結果、Es/N0が 0.5-1dB程度の劣化が起こるものの、演算量

を最大で 80%まで削減できることがわかり、提案方式の有効性を示すことができた。

本章の冒頭で述べたように、ASICの進歩により、ビタビ復号器の演算量はさほど問題に

はならなくなってきた。無線 LANやWiMAXでは、今回の検討よりも状態数がはるかに大

きい (64状態)の畳み込み符号化が用いられているが、既に実用化されている。しかしター

ボ符号 [2.15]や LDPC[2.16]のような繰り返し復号を必要とするものや、復調と組み合わせ

たターボ等化 [2.17]などでは、本章で検討したような、前の復号情報を活かして演算量を削

減する手法は有効であると考えられる。
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第3章 部分帯域伝送を用いた直交マルチコー
ドMC-CDMAシステム

3G携帯電話にも採用されている直交マルチコードDS-CDMAでは、複数のコードチャネ

ルを用いることで可変データレートを実現している。DS-CDMAではRAKE受信によって

性能を向上することができるが、マルチパスフェージング環境においては、各々のパスの

到来タイミングを正確に推定する必要がある。一方、MC-CDMAにおいては、複数のサブ

キャリアを用いて通信を行うため、RAKE受信よりも簡易な等化方式で周波数ダイバーシ

チ効果を得ることができる。そこで本章では、直交マルチコードMC-CDMAにおいて、落

ち込んだサブキャリアを適応的に用いないことで性能を向上させる部分帯域伝送を提案し、

MC-CDMAとDS-CDMAの比較を行う。評価においてはパケット通信を想定し、遅延特性

およびスループット特性を取得した。その結果、提案方式は RAKE受信に比べて優れた特

性を示すことが確認された。

3.1 はじめに

現在広く普及している 3G携帯電話には、直交マルチコードDS-CDMA [3.1]-[3.5] が採用

されている。この方式は、DS-CDMAにおいて各ユーザが複数のコードチャネルを利用し、

可変レートを実現している。3Gの場合、最大 384kbpsまでサービスが提供されており、規

格上は 2Mbpsまで規定されている。一方で、無線 LANや今後サービス化が予定されている

3GPP-LTEなどはOFDMが採用されている。これは、1章で示したように、時間領域にお

けるマルチパスフェージングが、周波数領域ではサブキャリア単位ではフラットフェージン

グと扱うことができ、等化器の構成が簡単になるためである。しかし DS-CDMAが時間ダ

イバーシチを得られるのに対し、OFDMそのものには周波数軸上でのダイバーシチ効果は

期待できない。そこで、CDMAとOFDMを組み合わせ、周波数軸上でのダイバーシチ効果

が得られるMC-CDMA[3.6][3.7]が、検討されている。MC-CDMAは 1990年代の技術であ

るが、2000年半ばになるとそれをベースとしたVSF-OFCDMが登場し、4G向けの技術と

して注目されるようになった。この時期になると、OFCDMとOFDMの比較 [3.8]もなされ

ており、OFCDM方式に対する期待も高まっている。

MC-CDMAにおいては、周波数軸上に拡散が行われるため、逆拡散の過程で周波数ダイ

バーシチ効果が得られる。しかし周波数方向の拡散は、周波数選択性フェージングにより

コードチャネル間の直交性が崩れてしまうため、直交性を保つための等化処理が必要とな

る。一方でDS-CDMAではパスダイバーシチ効果得られる反面、RAKE合成のためにマル
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チパスの到来タイミングの推定および分離処理が必要となる。この両方式の性能比較が文献

[3.9]においてなされているが、MC-CDMAがDS-CDMAに比べて優れた特性を示すと結論

づけている。しかし文献 [3.9]においては、DS-CDMAでは受信側がRAKE受信による最大

比合成を行っているのに対し、MC-CDMAでは最尤推定が用いられており、アルゴリズム

が複雑であった。そこで本章では、MC-CDMAにおいて周波数選択性フェージングで落ち

込んだサブキャリアを使わないよう適応的に制御を行うこと (部分帯域伝送)で特性を改善

し、DS-CDMAと比較を行っている。落ち込んだサブキャリアを用いないことで性能向上

が期待できるため、逆拡散は最尤推定よりも簡易な最大比合成によって行っている。また、

MC-CDMAについては、サブキャリアへのマッピングの仕方が異なる手法についても併せ

て提案し、部分帯域伝送を適用してDS-CDMAと比較を行っている。

計算機シミュレーションの結果、部分帯域伝送を用いたMC-CDMAは、DS-CDMAより

も優れた特性を示すことが確認された。

3.2 システム概要

3.2.1 直交マルチコードDS-CDMA

直交マルチコードDS-CDMAでは、各々のユーザが複数のコードチャネル (拡散符号に対

応したチャネル)を用いることによって可変データレートを実現している。各コードチャネ

ルには、Walsh符号をベースとする直交符号が用いられており、下りリンクにおいてはコー

ドチャネル間の直交性が保たれている。これをショートコードと呼ぶ。このショートコード

のチップ長と、それを乗算する前のシンボル長との比 (拡散前後の帯域幅の比)を拡散率と呼

ぶ。一方、符号多重された信号全体には、長周期の PN( Pseudo Random) 符号の一部を用

いたロングコードと呼ばれる部分 PN系列が乗算される [3.10]。これは送信される信号系列

をランダム化することで、マルチパスによる干渉を低減する目的がある。なお、このマルチ

コードDS-CDMAをベースとしたW-CDMAでは、コードチャネル数以外に拡散率を変更

することでユーザのトラフィックに応じた可変データレートを実現している。その際、ショー

トコードは異なる拡散率のものでも直交性が保たれるよう工夫が行われている。また、ロン

グコードはセル識別にも利用している。

DS-CDMAにおける RAKE受信機 [3.11]については 1.4.1節で述べたように複数のフィ

ンガと呼ばれる相関器から構成される。各相関器に入力される前に、対応するパスの到来タ

イミングに応じた遅延が付加される。各相関器においては逆拡散が行われ、伝搬路の補正が

なされて最大比合成される。この操作により、パスダイバーシチ効果を得ることができる。

しかしその反面、到来波の正確なタイミング推定が必要なこと、フィンガ数の最適な設定な

ど、性能向上のための負荷が大きくなるという欠点がある。
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3.2.2 MC-CDMA S/Pタイプ（時間拡散）

MC-CDMAは、その名が示すように複数のサブキャリアを用いたCDMAである。このよ

うな伝送は IDFT (Inverse Descrete Fourier Transform) によって実現されるが、通常は処理

の高速化のためにサブキャリア数を 2のべき乗として IFFT (Inverse Fast Fourier Transform)

が用いられる。

本章では、2つのタイプのMC-CDMAを考える。まず以下の図 3.1に示すような形のMC-

CDMAでは、直並列変換 (図中 S/Pと表記)された信号をサブキャリアに割り当てる。つま

り異なるサブキャリアには異なるデータシンボルが割り当てられる。この手法では、拡散が

時間方向に行われるため周波数ダイバーシチ効果を得ることはできないが、通常の (拡散し

ない)OFDMのように、誤り訂正と組み合わせることで等価な効果を得ることが可能となる。

また、周波数軸上で等化処理を行うため、RAKE受信を行う必要はない。ただし近年では、

MC-CDMAと言えば通常は次節に示すMC-CDMA CPタイプを指す。こちらは周波数方向

に拡散を行うことによって周波数ダイバーシチ効果を得ることができる手法である。

S/P IFFT符号化データ P/S
(i)C0u(i)C0uC0uCPG-1u (i)CPG-1uCPG-1u (i)

time (i)C0u(i)C0uC0uCPG-1u (i)CPG-1uCPG-1u (i)
図 3.1: MC-CDMA S/Pタイプの送信機概要

図 3.1において、符号化されたデータは、直並列変換され、予め決められた拡散符号によっ

て拡散される。拡散されたデータは IFFTされることで、周波数軸上にマッピングされる。

ここで、u番目のコードチャネルにおける送信信号は以下のように定義される [3.7]。

su
sp(t) =

+∞∑
i=−∞

PG−1∑
n=0

PG−1∑
m=0

bu
n(i) cu

m(i)pc(t−mTc−iT ′
s)·exp{j2π(f0+(n−PG/2)∆f)t} (3.1)

3.1式において、各文字を以下のように定義する。

• Tcおよび PGは、それぞれ拡散におけるチップ長 (=OFDMシンボル長)および拡散

率である。なお、PGはサブキャリア数と等しいものとする。

• T ′
sは、直並列変換前のデータシンボル長 Tsに対して直並列変換後のデータシンボル

長である。つまり、T ′
s = PG · Tsである。
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• bu
n(i)は、u番目のコードチャネルにおける n番目のサブキャリアの i番目の変調シン

ボルである。

• cu
m(i)は、u番目のコードチャネルの拡散符号におけるm番目のチップである。

• f0および∆f(= 1/Tc)は、キャリア周波数およびサブキャリア間隔である。

• pc(t) = 1 (0 ≤ t ≤ Tc), pc(t) = 0 (otherwise)とする。

3.2.3 MC-CDMA CPタイプ（周波数拡散）

MC-CDMA CPタイプは、周波数方向に拡散を行う CDMAである。通常、MC-CDMA

と言えばこちらを指す。この場合の本送信機構成を図 3.2に示す。送信データはサブキャリ

ア数分コピーされ、サブキャリアごとに拡散符号が乗算される。拡散された信号は IFFTさ

れ、周波数方向に拡散が行われることとなる。なお、MC-CDMA CPタイプの構成は、1.4.3

節における図 1.9でも記載している。その際には拡散符号で拡散したチップ単位のデータを

直並列変換するという形で記載しているが、図 3.2と等価な処理である。u番目のコードチャ

Copier
C1uC1u

CPG-1uCPG-1u
C2uC2u IFFT符号化データ P/S

(i)C0uC0u(i)(i)
(i)

time
図 3.2: MC-CDMA CPタイプの送信機概要

ネルにおける送信信号は以下のように定義される [3.7]。

su
cp(t) =

+∞∑
i=−∞

PG−1∑
n=0

bu(i) cu
n(i)pc(t − iTc) · exp{j2π(f0 + (n − PG/2)∆f)t} (3.2)

ここで、bu(i)は、u番目のコードチャネルにおける i番目の変調シンボルであり、その他の

文字の定義については 3.1式と同じである。
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3.3 提案システム

3.3.1 システムモデル

図 3.3に、提案システムのブロック図を示す。本章では下りリンクを考慮している。生成

された情報データは、予め規定されたコードチャネルあたりの伝送速度を超える場合には複

数のコードチャネルに分割される。このデータは、コードチャネルごとに畳み込み符号化お

よびインターリーブされ、QPSK変調された後に直並列変換される。ここで、S/Pタイプ

では複数の情報データを並列に変換し、CPタイプではサブキャリア数分情報シンボルのコ

ピーが行われる。変換されたデータは拡散されるが、前節で述べたようにコードチャネルご

とに異なる直交符号と、全コードチャネルで共通のロングコードの 2種類が用いられる。拡

散されたデータは、IFFTされ、直列に変換されて送信される。

一方、受信側では、受信信号は FFTされ、周波数軸上の信号に変換される。そして伝搬

路補正が行われた後にコードチャネルごとに逆拡散が行われ、並直列変換およびデインター

リーブされた後にビタビ復号器により復号される。
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S/P ConvolutionalEncoder&Interleaver S/PorCopy
QPSKMod. SpreadSpread IFFT&P/S

FrequencyControllerInformationfrom the receiver
Code Channel 1

(a) Transmitter

FFT De-interleaver&ViterbiDecoder
P/SorCom-biner

QPSKDemod.De-spreadDe-spread
FrequencyController Frequency AssignmentInformation

Code Channel 1
P/SEqualizer

(b) Receiver

図 3.3: 提案システムモデル

S/PタイプのMC-CDMAの場合、u番目のコードチャネルにおける送信信号は 3.1式の

ように示される。ここで、簡単化のために i=0 (つまり 0 ≤ t ≤ T ′
s)とし、uは示さずに以下

のように送信信号を記載する。

s(t) =
PG−1∑
n=0

PG−1∑
m=0

bncmpc(t́) exp(j2πfnt) (3.3)

ここで、pc(t́) = pc{t−mTc}および fn = f0 + (n−PG/2)∆f である。s(t)は伝搬路の影響

を受けるが、仮に伝搬路変動がデータ伝送速度に比べて十分に小さいと仮定すると、伝搬路
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のインパルス応答はOFDMシンボル内では以下のように記載できる。

h(t) =
L−1∑
l=0

hlδ(t − τl) (3.4)

ここで、hlおよび τlは、l番目のパスの伝搬路の複素インパルス応答および遅延である。ま

た、Lはパス数である。3.4式の伝搬路の影響により、受信信号 r(t)は以下のように表される。

r(t) = (s ⊗ h)(t)

=
L−1∑
l=0

PG−1∑
n=0

PG−1∑
m=0

bncmpc(t́) · exp{j2πfn(t − τl)}

=
PG−1∑
n=0

PG−1∑
m=0

Hkbncmpc(t́) · exp(j2πfnt) (3.5)

ここで、⊗は畳み込み演算を表す。また、Hnは以下のように表される。

Hn =
L−1∑
l=0

hl exp(−j2πfnτl) (3.6)

受信機においては、r(t)はキャリア周波数 f0でダウンコンバートされる。その結果、以下の

ようになる [3.7]。

r′(t) =
PG−1∑
n=0

PG−1∑
m=0

Hn bncmpc(t́) · exp{j2π(n − P/2)t/T ′
s} + z(t) (3.7)

ここで、z(t)はAWGN (Additive White Gaussian Noise) を表している。これより、n番目

のサブキャリアにおけるm番目のチップの FFT出力は以下のように表される。

rn =
1
Tc

∫ Tc

0
r′(t) · exp{−j2π(n − P/2)t/T ′

s}dt

= Hnbncm + zn (3.8)

一方、CPタイプの場合は以下のようになる。

rn = Hnb cn + zn (3.9)

以上より、S/Pタイプ、CPタイプともに、サブキャリア単位では伝搬路変動がフラットフェー

ジングのように扱うことができるため、RAKE受信に比べて簡易な等化で伝搬路補償が可

能となる。

3.3.2 部分帯域伝送

部分帯域伝送 (Partial Bandwidth Transmission:PBT)とは、周波数選択性フェージングに

よって落ち込んだサブキャリアを適応的に用いずに通信を行う手法である。図 3.4に、PBT

の概要を示す。今回は、FDD (Frequency Division Duplex) を想定しているため、上りリン
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クと下りリンクで使用する周波数帯が異なるものとする。そのため、まず下りリンクにおい

て受信したパイロット信号の電力を測定し、上りリンクにおいてその結果をフィードバック

する。フィードバックされた各サブキャリアの電力値を基に、基地局側で電力の強い順に並

び替えを行う。そして電力の高い PG個のサブキャリアを用いて通信を行う。この操作は各

ユーザについて行われる。PBTでは、使用するサブキャリア数を制限するため、帯域を全

図 3.4: PBTの概要

て用いて伝送を行う場合に比べて伝送速度は低下する。しかしシングルキャリアの場合と比

較すると、OFDMでは各サブキャリアがオーバーラップして配置されるため、理論上は以

下の式で示されるように伝送速度が向上する [3.12]。

Rofdm =
2P

P + 1
Rsc (3.10)

ここで、Rscはシングルキャリアの場合の伝送速度、RofdmはOFDMの場合の伝送速度、P

はOFDMのサブキャリア数である。3.10式より、サブキャリア数が多い場合には約 2倍の

伝送速度の向上が見込まれる。逆に言えば、シングルキャリアの場合には、sinc関数の性質

上チップレートの 2倍の周波数帯域を必要とするため、OFDMよりも周波数利用効率が低

い。よって、PBTでは未使用のサブキャリアが半分程度あってもシングルキャリアと同じ

伝送速度を達成することが可能となる。

ただし実際のシステムでは、シングルキャリアは帯域制限されるため、3.10式よりもシン

グルキャリアの効率は高くなる場合がある。例えばW-CDMAの場合、チップレートの周波

数は 3.84MHzであるが、チャネル帯域幅は 5MHz(2倍には満たない)である。一方で、同じ

くスペクトル拡散を用いている IEEE802.11bの場合は、11MHzのチップレートの周波数に

対してチャネル帯域幅 22MHzのスペクトラムマスクが定義されている。この場合、3.10式

と同様に、OFDMを用いる 802.11g約 1/2の効率となっている (実際には 802.11bの実装に

も依存する)。
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3.3.3 パケット通信モデル

今回の評価では、パケット通信を想定している。1つのパケットは 1つのスロットに割り

当てられる。各スロットは 12のサブスロットから構成される。基地局では、上りリンクに

より各サブスロットから得られた 12×サブキャリア数分の電力を基に、2スロット先の予

測を行い、その時点での PBTを行う。PBTは、サブスロットごとに更新される。これを図

3.5に示す。なお 2スロット先の予測には、2次の最小二乗法 (Least Square)を用いている。

パケット通信は、以下の条件で行われる。

図 3.5: PBTにおけるスロットと予測の関係

• 利用できるコードチャネル総数は PG − 1とする。なお “-1”については制御チャネル

を想定しているが、今回は用いていない。

• 上記の PG − 1のコードチャネルは、各ユーザに分配される。従って、ユーザが 1の

場合、全ての PG − 1個のコードチャネルを占有することができる。

• 各ユーザのパケットの生起は、ポアソン分布に従う。平均が λ (packets/time units)で

ある生起が k回起こる確率 pkは、以下のようになる。

pk =
e−λλk

k!
. (3.11)

• それぞれのパケットには、ヘッダ部分にユーザ固有の IDを持ち、受信側ではヘッダ部

分を復号後、自身の IDのパケットのみデータ部分を復調する。

• 正常に受信されなかったパケットは、次のスロットに割り当てられ、再送が行われる。
なお、その際の誤り情報は理想的に基地局にフィードバックされるものとする。

ここで、前述の最小二乗法を用いた伝搬路予測について図 3.6に示す。図 3.6においては、

あるサブキャリアに着目した際の理想的な伝搬路の推移と予測した伝搬路のプロット点を示
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している。各プロットは、12サブスロットの平均値を示している。図からわかるように、2

次関数による近似によって、伝搬路に追従できていることがわかる。特に今回はサブキャリ

アの順位づけに予測を用いているため、精密である必要はなく、予測が有効に機能すると予

想できる。しかしフェージングの落ち込み部分に関しては誤差が大きいため、その部分に関

しては理想的な追従ができた場合に比べると性能が劣化する可能性が高い。

Rece
ived P
ower
      [ 
dB ]

EstimationIdeal

Packet
図 3.6: 伝搬路予測 (Fd=8Hz)

3.4 性能評価

3.4.1 評価パラメータ

以下の表 3.1に、性能評価における各種パラメータを示す。コードチャネルあたりの伝送

速度は 64kbpsを想定しており、これ以上のデータが生起したユーザについては複数のコー

ドチャネルを用いて伝送が行われる。データ変調はQPSKで、拡散はBPSKで行っている。

拡散率は DS-CDMAもMC-CDMAも 64である。これらのパラメータは DS-CDMAおよ

びMC-CDMAともに共通であり、文献 [3.1]と同じものを用いているが、MC-CDMAでは

部分帯域伝送を用いているため、既知信号による電力予測を行っている。また、3.10式に

示されるように、DS-CDMAは帯域制限されていないので、伝送効率をMC-CDMAの約半

分としている。そのため、部分帯域伝送によってサブキャリア選択されたMC-CDMAと、

DS-CDMAの伝送速度を同一と仮定している。ただしMC-CDMAの場合、DS-CDMAと同

等の効率を達成するために、ガード・インターバルは用いていないが、QPSKは 16QAMや

64QAMに比べてロバスト性があり、また、各サブキャリアは逆拡散によって合成されるこ
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とから、キャリア間干渉の影響は通常のOFDMよりも受けにくいと考えられる。パスモデ

ルについては、文献 [3.5] においてマルチコードDS-CDMA向けに想定されている 4パスモ

デルを想定している。また、ドップラ周波数は 8Hzとし、低速な移動を想定している。これ

は、DS-CDMAの逆拡散単位に比べると周期が十分に長いため、コヒーレンス性が保たれ、

MC-CDMAにおいてはOFDMシンボル内での変動が無視できると考えられる。

データ部分には畳み込み符号が用いられているが、ヘッダ部分はBCHが繰り返して用い

られる。このヘッダ部分を復調し、自身のパケットと判断されれば残りのデータ部分を復調

する。

表 3.1: 評価パラメータ

<Modulation>

Data Coherent QPSK
Spreading BPSK
Data Rate 64 × N kbps

(N : Number of Code Channels)
Number of Users 4

<Spreading Code>
Short Code Hadamard Codes (64 period)
Long Code Partial M Sequence (221 − 1 period)

Processing Gain 64
Coding for data Convolutional Code

& Soft Decision Viterbi Decoding
(Constraint Length 7, Coding Rate 1/3)

Coding for Header BCH(15,7) & Repetition Code (3 times)
Packet Length 10 msec

Dopplar Frequency 8.0Hz

3.4.2 評価結果

図 3.7および図 3.8に、MC-CDMA S/PタイプおよびDS-CDMA(RAKE受信)のビット

誤り率 (BER)特性をそれぞれ示す。この評価ではパケット通信は行っておらず、決められた

長さのビット列を連続して送信して評価を行っている。コードチャネル数は 63とした。図

3.7において、No PBTは提案方式を用いず、サブキャリアを 1つおきに割り当てたもので

ある。また、PBTは提案方式である。PBTの 2方式のうち、“LS”は Least Squareであり、

最小二乗法による電力予測を適用した場合で、“Ideal est”は PBTにおける電力変動を既知

とした場合である。この図から、提案方式は PBTを行わない場合に比べて 2dB程度 (電力

推定を理想とした場合には 3dB)の利得が得られていることがわかる。一方図 3.8において

は、フィンガ数を増加するに従って特性が改善されているが、図 3.7と比較すると、PBTを
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行った場合には 4フィンガの特性よりも上回っていることがわかる。特に PBTの場合、各

ユーザで伝搬路が独立であると仮定すると、使用するサブキャリアの周波数帯が各ユーザで

異なってくる。そのため、サブキャリア単位では多重数が減少することになり、ユーザ間干

渉が低減されていることも性能差が出る要因と考えられる。

図 3.7: ビット誤り率比較 (MC-CDMA S/P
タイプ)

11

図 3.8: ビット 誤 り 率 比 較 (DS-
CDMA,RAKE)

図 3.9: パケット誤り率比較
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続いて図 3.9に、DS-CDMA(RAKE受信)、MC-CDMA S/Pタイプ、CPタイプのパケッ

ト誤り率 (PER)特性を示す。RAKE受信においては、シミュレーションにおいて想定して

いる 4パスと同じ数のフィンガを用いている。ここで、パケットの生起については、すべて

のユーザにおいて生起したパケットの合計が、利用できるコードチャネル数である 63にな

る場合をTraffic=1.0とし、この条件 (Traffic=1.0)において行った。PER特性においては、

部分帯域伝送により、MC-CDMAの両方式がDS-CDMA の RAKE受信に比べて優れた性

能を示していることがわかる。例えばパケット誤り率が 1%の地点の所要Eb/N0が、S/Pタ

イプで約 5dB、CPタイプで約 4dB改善されている。

一方でMC-CDMAどうしの比較では、S/PタイプがCPタイプに比べて優れた特性を示

している。これは、CPタイプの逆拡散の際に、最大比合成で行っているため、コードチャ

ネル間の直交性が崩れているためと思われる。本件に関して、図 3.10に、帯域あたりの受信

電力分布を示す。図 3.10は、使用帯域幅を 128サブキャリアに分割し、100パケットあたり

の受信電力の平均値を降順に並べたものである。部分帯域伝送により、このうち上位 64個

のサブキャリアが用いられていることになるが、この場合には-2dB以上の電力のサブキャ

リアのみ逆拡散に用いられるため、性能向上が期待できる。それでも最大電力のサブキャリ

ア (0番目)と最小電力のサブキャリア (63番目)では、約 5dB程度の電力差が存在するため、

時間拡散を行う S/Pタイプに比べると性能が劣化する可能性があると考えられる。

-12-10-8-6-4-2024
6

0 20 40 60 80 100 120Subcarrier Index
Normalized Po
wer   [dB]

図 3.10: 帯域あたりの受信電力分布

最後に図 3.11に遅延特性を、図 3.12にスループット特性をそれぞれ示す。横軸はTraffic

であり、前述の通りの定義である。図 3.11における縦軸は、パケットが誤りなく受信され

るまでに要する時間の平均値である。これはパケット間隔で正規化されているため、誤りや

オーバーフローが全くない場合には 1.0となる。図 3.12における縦軸は、誤りなく受信さ

れたパケットの総数をコードチャネル数である 63で正規化したものである。両方の図にお

いて、遅延特性、スループット特性ともにMC-CDMAが優れた特性を示していることがわ
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かる。

図 3.11: 遅延特性

図 3.12: スループット特性
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3.5 結論

本章では、MC-CDMAにおいて落ち込んだサブキャリアを適応的に用いずに通信を行う

部分帯域伝送を提案し、DS-CDMAにおけるRAKE受信と比較を行った。比較するための

システムとしてマルチコード伝送およびパケット伝送を想定し、ユーザのトラフィックを変

化させてシミュレーションを行った。その結果、部分帯域伝送を行ったMC-CDMA方式は、

DS-CDMAのRAKE受信に比べて優れたパケット誤り率特性、遅延特性、スループット特

性を示すことがわかった。一方MC-CDMAについては 2つの方式を提案しており、S/Pタ

イプが CPタイプよりも良好な特性を示した。しかし受信アルゴリズム次第では、CPタイ

プの性能は改善の余地があると言える。

MC-CDMAもしくは OFCDMと DS-CDMAの比較は近年でも行われている [3.13] が、

PAPRの問題などを含めると、適用するシステムによって一長一短が存在する。本章で示し

たように、OFDMベースのシステムでは周波数領域のスケジューリングを容易に行うことが

できるため、セルラへの用途が期待されている。一方CDMAは、耐干渉が高いため、近年

ではDS-UWBや ZigBeeなどの近距離通信用途に用いられている。かつてはVSF-OFCDM

が 4Gとしていち早く検討されていたが、IMT-Advancedの候補である LTE-Advancedや

IEEE802.16mではOFDMAが有力視されている。そのため、DS-CDMAのように、セルラ

以外のシステムへの応用が今後は期待される。

付録：最小二乗法

本章では、2次多項式による最小二乗法によって電力の予測を行っている。あるサブキャ

リアにおける、各サブスロットで測定されたパイロットの電力を Pi (i = 0, 1, · · ·N − 1)と

する。また、この時の測定時刻を tiとする。ここで、iはサブスロット番号であり、N はサ

ブスロット数である。この時、2次多項式R(t)は以下のように計算される。

s0 =
n∑

j=1

t0j s1 =
n∑

j=1

t1j s2 =
n∑

j=1

t2j

s3 =
n∑

j=1

t3j s4 =
n∑

j=1

t4j

γ0 =
n∑

j=1

Pjt
0
j γ1 =

n∑
j=1

Pjt
1
j γ2 =

n∑
j=1

Pjt
2
j
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Γ = (ns2s4 + 2s1s2s3)

− (s3
2 + s2

1s4 + ns2
3)

a0 = {(γ0s2s4 + γ1s2s3 + γ2s1s3)

− (γ2s
2
2 + γ0s

2
3 + γ1s1s4)}/Γ

a1 = {(nγ1s4 + γ0s2s3 + γ2s1s2)

− (γ1s
2
2 + γ0s1s4 + nγ2s3)}/Γ

a2 = {(nγ2s2 + γ0s1s3 + γ1s1s2)

− (γ0s
2
2 + nγ1s3 + nγ2s

2
1)}/Γ

R(t) = a0 + a1t + a2t
2 (3.12)

この結果を用いて、2スロット先の電力値を予測する。
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第4章 適応変調・符号化における閾値制御方
式に関する検討

適応変調・符号化 (AMC)は、高速データ伝送において実効的な伝送速度、つまりスルー

プットを向上する有効な手段である。AMCにおいて重要なことは、変調方式と符号化率の

組み合わせであるMCSをどのように切り替えるかである。MCS切り替えには、測定した品

質情報を閾値と比較する手法が良く知られているが、この閾値を伝搬路状況に応じて然るべ

き値に設定することが求められる。そこで本章では、AMCにおけるMCS切り替えのため

の、適応的な閾値制御方式を提案する。計算機シミュレーションによる性能評価の結果、提

案方式は各MCS の最大値に近いスループット特性を達成することができた。また、本手法

を送信電力制御 (TPC)にも適用し、AMCとTPCを組み合わせることでスループットの向

上と他ユーザへの干渉低減が可能となった。

4.1 はじめに

近年の無線 LANおよびセルラシステムでは、伝送速度の向上とあいまって適応変調およ

び符号化 (Adaptive Modulation and Coding:AMC)の重要性が高まっている [4.1]-[4.3]。1.3

節で示したように、例えば 802.11aでは変調方式と符号化率に基づいて 8つの伝送速度が規

定されている。その拡張である 802.11nでは、必須のものだけで 16種類、オプションまで含

めると 77種類の伝送速度が規定されている。また、3.5Gである HSDPAや 3GPP-LTEで

も、複数の伝送速度が規定されている。これらをどう切り替えるかは基本的には実装依存で

ある。さらに 4Gにおいては、最大伝送速度は静止時で 1Gbpsに達すると言われており、移

動時でも 100Mbpsを超える。そのため、ハイブリッド ARQ[4.4]-[4.7]や AMCの重要性は

ますます高くなる。

AMCにおいては、1.3節で示したように、変調方式と符号化率という 2つパラメータを

決定する必要があり、また、OFDMであればサブキャリアごとにこれらのパラメータを変

えるのか、全サブキャリア共通のパラメータを用いるのかが考えられる。しかし実運用を考

えた場合、制御が簡易である必要があるため、変調方式と符号化率の組で定められたMCS

(Modulation and Coding Scheme) を、全サブキャリア共通で切り替えることが現実的であ

る。そしてAMCにおいては、このMCSをいかに切り替えるかがポイントとなり、1.3節で

述べたように、SNRもしくは SIRは有力な切り替え基準の 1つである [4.8]。各MCSを切

り替えるための最適な SIR閾値が予めわかっていれば、それをもとにMCSを切り替えるこ

とができる。しかし同じく 1.3節で述べたように、この SIR閾値は伝搬路状況に依存し、端
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末の実装 (アナログ系の仕様、同期手法、伝送路推定手法など) によっても異なるため、予

め決めておくことは難しい。また、伝搬路状況が変わるとそれに応じて変動してしまう。そ

のため、伝搬路状況を反映して適応的に制御することが望ましい。

文献 [4.9]においては、HSDPAをモチーフとし、CRC結果を用いて動的に SIR閾値の制

御を行っている。この手法では、現在選択されているMCSよりも上位のMCSに切り替え

る場合の閾値 (上限閾値)と、下位のMCSに切り替える場合の閾値 (下限閾値)を異なる値に

設定している。しかしこれらの閾値は、固定のオフセット値を持って同じように制御される

ため、このオフセット値を予め決めておくことが困難であった。そこで本章では、この上限

閾値と下限閾値に対して独立のターゲット誤り率を設定し、制御することを提案している。

提案手法は、事前情報を必要とせず、CRC結果だけで制御を行うことができるという特徴

がある。また、最も低いMCSが選択されており、かつ性能が不十分である場合には、TPC

(Transmission Power Control) によって送信電力を増加させ、最も高いMCSが選択されて

おり、かつ性能が十分である場合には、TPCにより送信電力を減少させることを提案して

いる。このTPCも、CRC結果に応じて制御を行うことで実現している。システムのモチー

フとしては、4Gの候補であるVSF-OFCDM[4.11] [4.12]を想定している。VSF-OFCDMを

ベースとした AMCとしては、これまで [4.10]で検討されているが、MCSの切り替えは理

想的であった。本章では、前述した閾値制御方式に加えて、4G向けにハイブリッドARQや

MCSフィードバック遅延も含めて評価を行い、提案方式の有効性を確認している。

4.2 適応変調・符号化

本提案のAMCでは、前述のように変調方式と符号化率の組み合わせとしてMCSを定義

し、そのMCSを切り替えることで実現する。変調方式と符号化率を独立に制御する手法も

考えられるが、制御が複雑となるためMCS単位での制御を行うものとした。表 4.1に、本

評価で用いた 7つのMCSを記載する。MCSは通常、伝送速度と伝搬路耐性を考慮して決

められるため、今回は文献 [4.10]においてVSF-OFCDM向けに評価されたものを用いてい

る。MCSは屋内用と屋外用にわけられており、MCS1からMCS3が屋外用で、それ以外は

屋内用である。一般に屋内の方が伝搬路変動が緩やかであるため、高い変調方式を用いるこ

とが可能である。そのため、屋内用には 64QAMまでが定義されている。

本章では、MCS(n)を用いてMCSを表す。ここで、n = 1, 2, . . . , N であり、N はMCS

の総数である。つまり最も低いMCSはMCS(1)であり、最も高いMCSはMCS(N)である。

表 4.1においては、

• 屋内：N=4, MCS(1)=MCS4, MCS(2)=MCS5, MCS(3)=MCS6, MCS(4)=MCS7

• 屋外：N=3, MCS(1)=MCS1, MCS(2)=MCS2, MCS(3)=MCS3

となる。
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表 4.1: MCS Set for Indoor and Outdoor Applications

MCS # Modulation Coding Rate Condition
MCS7 64QAM R = 3/4 Indoor
MCS6 16QAM R = 5/6 Indoor
MCS5 16QAM R = 1/2 Indoor
MCS4 QPSK R = 3/4 Indoor
MCS3 16QAM R = 3/4 Outdoor
MCS2 QPSK R = 3/4 Outdoor
MCS1 QPSK R = 1/2 Outdoor

MCS切り替えに際しては、SIR基準で行うものとする。例えば図 4.1 に示されるように、

仮に測定した SIRがMCS(1)とMCS(2)の SIR閾値を上回り、かつMCS(2)とMCS(3)の

SIR閾値を下回った場合には、MCS(2)が選択される。このような制御を行うことで、各MCS

の最大のスループットをなぞるような特性を得ることができる。しかし伝搬路状況の変化な

どにより、最適な閾値が変動してしまうと、図 4.2に示されるようにスループットの低下が

起こる。図 4.2においては、MCS(1)とMCS(2)を切り替える閾値が最適値よりも低く設定

された場合、およびMCS(2)とMCS(3)を切り替える閾値が最適値よりも高く設定された場

合のスループットの劣化を示している。そのため、この SIR閾値を適応的に制御することが

文献 [4.9]において提案されているが、図 4.1における上限閾値と下限閾値との間隔を予め決

めておく必要があり、この間隔は伝搬路状況に依存する。よって、伝搬路の事前情報が必要

であるという問題があった。

最適な上限閾値 SIR

スループ
ット

MCS1MCS2MCS3

最適な下限閾値

AMC時のスループット

図 4.1: スループットと閾値の関係 (最適)
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上限閾値 SIR

スループ
ット

MCS1MCS2MCS3

下限閾値

AMC時のスループット

図 4.2: スループットと閾値の関係 (非最適)

4.3 提案する閾値制御方式

前述の問題を解決するために、まずは以下のようにCRC結果に応じて SIR閾値を制御す

ることを導入する。

• CRC OK : SIR閾値を δamc
down減少させる

• CRC Error : SIR閾値を δamc
up 増加させる

例えば、仮にターゲット PER (Packet Error Rate) を 0.01とした場合、対応する δamc
downお

よび δamc
up の値はそれぞれ 0.01dB と 0.09dBとなる。これは、100パケットを受けて 1つの

CRC Errorと 99個の CRC OK だった場合に、PER=0.01となり、結果的に閾値が変動し

ないことを意味している。この理論によれば、ターゲットPERが 0.01の場合、上記の値の

代わりに δamc
down=0.02dB、および δamc

up =1.98dBとしても良いはずである。つまりターゲット

PER=xとすると、以下のようになる。

δamc
down = x · γ [dB]

δamc
up = (1.0 − x) · γ [dB] (4.1)

ここで、γは正の実数である。γが大きくなるほど、最適な閾値への収束が速くなる。しか

し γを大きくし過ぎると、1度のCRC判定における閾値の増減が大きくなるため、MCSの

頻繁な切り替えを招く恐れがある。

提案手法では、各MCSに対して 2種類の閾値を定義し、制御を行っている。1つは下限閾

値と呼ばれ、現在のMCSよりも低いMCSに切り替えるための閾値である。もう 1つは上限
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閾値と呼ばれ、現在のMCSよりも高いMCSに切り替えるための閾値である。ここで、現在

選択されているMCSをMCS(n)とし、上限閾値を SIRth(n)、下限閾値を SIRth(n− 1)と

表すことにする。つまりSIRth(n)は、MCS(n)からMCS(n+1)に上げるための閾値であり、

SIRth(n − 1)は、MCS(n)からMCS(n-1)に下げるための閾値である。仮にMCS(n)から

MCS(n+1)への切り替えが起きた場合、これまで上限閾値として制御されていた SIRth(n)

が、MCS(n+1)からMCS(n)に切り替わる下限閾値として制御されることとなる。

上記の定義に従って、本章で用いた閾値制御方式を以下にまとめる。まずMCS(n) が選択

されている場合、上限閾値 SIRth(n)は以下のように制御される。

• CRC OKの場合、SIRth(n)を以下の値だけ減少させる

δamc
down = 0.01 [dB] (4.2)

• CRC Errorの場合、SIRth(n)を以下の値だけ増加させる

δamc
up = 0.99 [dB] (4.3)

続いて下限閾値 SIRth(n − 1)は、以下のように制御される。

• CRC OKの場合、SIRth(n − 1)を以下の値だけ減少させる

δamc
down =

Max thpt(n − 1)
Max thpt(n)

[dB] (4.4)

• CRC Errorの場合、SIRth(n − 1)を以下の値だけ増加させる

δamc
up = 1.0 − Max thpt(n − 1)

Max thpt(n)
[dB] (4.5)

ここで、Max thpt(n)は、MCS(n)の最大スループットを表している。上記のような閾値制

御を行い、MCS切り替えの判定は以下のように行われる。

• SIRmes > SIRth(n)の場合、MCS(n)からMCS(n+1)に切り替える

• SIRmes < SIRth(n − 1)の場合、MCS(n)からMCS(n-1)に切り替える

• それ以外はMCSを変えない

ここで、SIRmesは測定した SIR値を表している。まず上限閾値の制御に用いられる 0.01dB

および 0.99dBという値は、ターゲットPERを 0.01にすることを意味している。つまり、現

在選択されているMCSにおいて、PERが 0.01よりも良くなる場合には、上位のMCSに切

り替えるよう SIR閾値が制御される。一方下限閾値については、例えばMCS(2)が選択され

ており、その最大スループットが 10Mbps、MCS(1)の最大スループットが 4Mbpsとする。

この場合、MCS(2)のスループットが 4Mbpsを下回ると、MCS(1)に切り替える方がスルー

プットが高くなる。なぜなら、MCS(1)は 4Mbps以下ではMCS(2)よりもロバスト性が高
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いためである。MCS(2)において 4Mbpsに対応する PERは 0.6であるため、4.4式および

4.5式における δdownおよび δupは、それぞれ 0.4dBおよび 0.6dBとなる。

例えばMCS(3)が選択されている場合、上限閾値はSIRth(3)であり、下限閾値はSIRth(2)

となる。しかしMCS(2)が選択されている場合には、SIRth(2)は上限閾値となる。つまり、

MCS(3)からMCS(2)に切り替わる際には、SIRth(2)は継続して用いられ、ターゲットPER

が 0.01に変更され、それに応じた制御が行われることを意味する。

4.4 AMCシステムにおける送信電力制御

CDMAシステムにおいては、上りリンクおよび下りリンクの両方において送信電力制御

(TPC)が用いられる。下りリンクの TPCの目的は以下である。

1. セルエッジのユーザに対しても最低限の性能 (誤り率)を保証する

2. セル近傍のユーザには送信電力を絞ることで、他ユーザへの干渉を低減する

一方で、AMC は上位の MCS に切り替えるためにより多くの電力を必要とする。例えば

MCS(1)で十分な性能が得られている場合、AMCではMCS(2)に切り替えるが、TPCでは

送信電力を減少させようとする。そのため、MCSの切換えとTPCを併用することは困難で

あると考えられる。これを踏まえて、提案方式においては、TPCを最も低いMCSと最も高

いMCSにのみ適用する。具体的には、MCS(1)が選択されている場合に、測定した SIR値

が所定の SIR閾値を下回った場合には、これ以上下位のMCSは存在しないため、送信電力

を上げるよう制御を行う。一方、MCS(N)が選択されている場合に、測定した SIR値が所定

の閾値を上回った場合には、これ以上上位のMCSは存在しないため、送信電力を下げるよ

う制御を行う。

最も低いMCSであるMCS(1)が選択されている場合には、下限閾値である SIRth(0)は

存在しない。また、最も高いMCSであるMCS(N)が選択されている場合、上限閾値である

SIRth(N)も存在しない。そこで本提案では、SIRth(0)を送信電力を増加させるためのTPC

の閾値とし、SIRth(N)を送信電力を減少させるための TPCの閾値と定義する。なお、そ

れ以外のMCS(n = 2, 3, . . . , N − 1)が選択されている場合には、TPCは行わないものとす

る。これらをまとめると、以下のようになる。

• MCS(1)が選択されており、かつ、SIRmes < SIRth(0)の場合には、送信電力を∆tpc

増加させる

• MCS(N)が選択されており、かつ、SIRmes > SIRth(N)の場合には、送信電力を∆tpc

減少させる

また、SIRth(0)および SIRth(N)は、以下のように制御される。

• MCS(1)が選択されており、かつ、CRC Errorだった場合、SIRth(0)を δ
tpc(0)
up 減少さ

せる
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• MCS(1)が選択されており、かつ、CRC OKだった場合、SIRth(0)を δ
tpc(0)
down 増加さ

せる

• MCS(N)が選択されており、かつ、CRC Errorだった場合、SIRth(N)を δ
tpc(N)
up 増加

させる

• MCS(N)が選択されており、かつ、CRC OKだった場合、SIRth(N)を δ
tpc(N)
down 減少さ

せる

ここで、本章では δの値を以下のように定義する。

• δ
tpc(0)
up = δ

tpc(0)
down = 0.5dB

• δ
tpc(N)
up = 0.99dB and δ

tpc(N)
down = 0.01dB

この設定は、最も低いMCSで 50%のスループットに満たない場合には電力を増加させるこ

とを意味し、最も高いMCSで 99%を超えるスループットの場合には電力を減少させること

を意味する。

4.5 結果と考察

4.5.1 シミュレーション条件

提案方式の有効性を確認するため、計算機シミュレーションを行った。シミュレーション

においては、VSF-OFCDM[4.11][4.12] をモチーフとしており、ブロック図を図 4.3に、各種

パラメータを表 4.2にそれぞれ示す。シミュレーションにおいては、ハイブリッド ARQに

よる再送が行われている。合成方式はChase Combining[4.13]であり、これは誤りが起きた

パケットの尤度情報を保存しておき、再送されたパケットの尤度と合成する手法である。

MCSの選択は受信側において行われる。これは、下りリンクで受信したパイロット信号

を基に SIRを測定し、閾値制御およびMCS変更を行い、送信側にフィードバックする。今

回は、このMCSフィードバック、およびハイブリッドARQに起因するパケット誤りの有無

に関する情報のフィードバックは理想的 (誤りなく送信側に伝達される)とする。その際、1

パケットの遅延が生じるものとする。つまり下りリンクで送信後、MCS変更もしくはハイ

ブリッドARQによる再送は 1パケット間を空けた次のパケットから反映される。

VSF-OFCDMではユーザあたりに複数のサブキャリアが割り当てられるが、MCSの切

り替えはすべてのサブキャリアで共通とする。また、誤り訂正は 3GPPに採用されている

ターボ符号化 [4.14]を行っている。VSF-OFCDMに関するパラメータ (フレーム構成など)

は、文献 [4.12] で用いられているものとほぼ同じである。チャネルモデルは、屋内環境は

HiperLAN/2モデル [4.15]を用いており、ドップラ周波数は 5Hzである。一方屋外環境は、

[4.10]において屋外環境として想定されている 12パスで 1dBずつ減衰する指数減衰モデル

を用いており、ドップラ周波数は 80Hzである。今回のパスモデルでは、コヒーレンス帯域
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幅は約 1.25MHz程度になるが、周波数方向の SFは 2であり、逆拡散単位は 300kHz以内と

なる。また、時間方向でも伝送速度に対してドップラ周波数が十分に低いことから、時間・

周波数の両方においてコヒーレンス時間およびコヒーレンス帯域内で逆拡散を行っていると

考えることができる。
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図 4.3: シミュレーションブロック図
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表 4.2: シミュレーションパラメータ

Bandwidth 101.5 [MHz]
Num. of Subcarriers 768
Symbol Duration 9.259 [usec]
(Data + GI) 7.585+1.674 [usec]
SF Indoor: 16 (8 x 2)
(SF time x SF freq) Outdoor: 32 (8 x 4)
No. of users Indoor case: 1

Outdoor case: 8
Feedback Information Error Free
(Both AMC and ARQ)
Feedback Delay 1 packet
(Both AMC and ARQ)
H-ARQ method Chase Combining
MCS Set Indoor: MCS(4),(5),(6),(7)
(See Table 4.1) Outdoor: MCS(1),(2),(3)
Channel Model • AWGN (single static path)

• Indoor: HiperLAN/2 Model
(Fd = 5Hz)

• Outdoor: Exponential Model
(Fd = 80Hz,
Num.of paths = 12,
Delay Spread = 0.21 [usec])

Channel Estimation Pilot Aided (frequency tone)
Synchronization Ideal

4.5.2 フレーム構成と SIR測定

図 4.4に、VSF-OFCDMにおけるフレームフォーマットおよび今回の SIR測定方法を示

す。VSF-OFCDMのフレームは、OFCDMシンボル単位でパイロット 2シンボル、データ

48シンボルの繰り返しとなる。サブキャリア数は 768である。ここで、パイロットシンボル

を構成する 768サブキャリアを 16個単位で分割し、データを挟んだ前後 4つのパイロット

シンボルとの合計 64 サブキャリア分を合わせて 1つのブロックとみなす。この単位で SIR

測定を行う。

あるパケットにおいて、各ブロックにおけるパイロットサブキャリアの受信信号を rn,mと

する。ここで、nはサブキャリア番号で、0から 767である。また、mは時間方向のパイロッ

ト番号で、0から 3である。この場合、k番目のブロック (k = 0, 1, . . . , 47)の SIR値は、信
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号電力 PS(k)と干渉電力 PI(k)を用いて以下のように表される。

SIRmes =
47∑

k=0

PS(k)
PI(k)

(4.6)

ここで、PS(k)および PI(k)は以下のように表される。

PS(k) = |R(k)|2 (4.7)

PI(k) =
1
64

16(k+1)∑
n=16k+1

{rn,m − R(k)}2 (4.8)

R(k) =
1
64

16(k+1)∑
n=16k+1

3∑
m=0

rn,m (4.9)

 
No UseNo UseNo UseNo Use        No UseNo UseNo UseNo Use        768 Carriers 16 Carriers 

16 
4 

No UseNo UseNo UseNo Use        
pilot pilot pilot Data Data 

1 Packet r     r     r     r 1,1     1,2     1,3     1 ,4 r      r      r      r 16,1     16,2     16,3     16,4 
From previous packet From next packet To next packet

図 4.4: SIR測定方法

4.5.3 屋内伝搬モデルでの評価

図4.5および図4.6に、AWGNおよびHyperLAN/2モデルにおける評価結果を示す。ES/N0

は、拡散前のシンボルの電力に対する雑音電力比である。屋内環境では、低速移動およびシ

ングルユーザを想定しており、MCSは表 4.1のMCS4からMCS7までを用いてる。よって、

最大の変調方式は 64QAMである。図 4.5および図 4.6ともに、提案方式は最大に近いスルー
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プット特性を達成していることがわかる。仮にすべてのMCSのスループット特性が既知で

あるとした場合、最適な SIR 閾値、つまり各MCSのカーブが交差する地点での SIR値を

予め決めることができる。それに従ってAMCが行われれば、伝搬路の統計的な性質が変わ

らない限り、提案方式と同等の特性を示すと予想される。しかし実際にはこの予測が不可能

であり、提案方式では閾値の事前情報は適当な値でも構わないので、伝送路の統計的な性質

が変化して最適な SIR閾値が変わったとしても柔軟に対応することが可能となる。事実、図

4.5と図 4.6では、伝搬環境が異なるため、当然のことながら最適な SIR閾値も異なってい

る。しかし提案方式は、事前の閾値情報なしに最大スループットを達成している。以上より、

提案する閾値制御方式が有効に機能していることがわかる。

MCS4
MCS5
MCS6
MCS7
Proposed

T
hr

ou
gh

pu
t  

[ 
M

bp
s 

]

E   / N       [ dB ]S       0

0 10 20
0

10

20

30

図 4.5: 屋内環境での評価 (AWGN)
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図 4.6: 屋内環境での評価 (HiperLAN/2 モ
デル)

4.5.4 屋外伝搬モデルでの評価

続いて図 4.7および図 4.8に、異なるMCSにおける AWGNおよび指数関数モデルにお

ける評価結果を示す。後者は屋外環境を想定しており、8ユーザ多重となっている。ただし

AMCおよびハイブリッド ARQは特定のユーザのみに着目して制御を行っており、それ以

外のユーザは QPSK変調された信号を多重している。MCSは表 4.1におけるMCS1から

MCS3までを用いており、最大の変調方式は 16QAMである。この場合も、提案方式は最大

に近いスループットを達成していることがわかる。従って、チャネルモデルおよびMCSが

変更されても、提案方式は有効に機能すると言える。
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図 4.8: 屋外環境での評価 (指数減衰モデル)

4.5.5 AMCおよびTPCの評価

図 4.9に、AMCと TPCを組み合わせた際の特性を示す。TPCはセル半径が広い屋外用

途で主に用いられるため、チャネルモデルは前節と同じ指数減衰モデルとした。ドップラ周

波数も同様に 80Hzとしている。前節同様、評価においては、AMCおよびTPCのターゲッ

トは特定のユーザのみとしている。よって、それ以外のユーザの送信電力の変動は考慮して

いない。ただし全送信電力は一定としているため、ターゲットとなるユーザの送信電力が増

加した場合には他のユーザからの干渉は減少し、ターゲットとなるユーザの送信電力が減少

した場合には他のユーザからの干渉は増加する。図 4.9において、ES/N0が低い領域でのス

ループット特性がMCS1から改善されていることがわかる。これは送信電力制御の影響に

よるものである。一方でES/N0が高い領域でのスループット特性はMCS3とほぼ同じであ

る。なお、横軸のES/N0は、TPCによる制御が行われる前の値である。

ここで、図 4.9をプロットした際に、送信電力の時間における変動を InitialES/N0ごと

に取得したものを図 4.10に示す。Initial ES/N0とは、シミュレーションにおいて設定した

値であり、TPCによる制御が行われる前のES/N0である。今回は送信電力の増加分および

減少分を 6dBに制限している。InitialES/N0が 0dBおよび 10dBの場合、TPCによる電力

増加が起こっていることがわかる。これにより、図 4.9におけるMCS1のスループット特性

が改善している。一方 InitialES/N0が 45dBおよび 50dBの場合、MCS3が選択され、性能

が十分であるため TPCによって送信電力が減少していることがわかる。この場合でも、図

4.9に示されるようにスループットの劣化は起こらない。また、InitialES/N0が 15dBおよ

び 30dBの場合、AMCが行われるために送信電力は変化していないことが伺える。以上に

より、提案方式を用いることで、低いMCSでのスループットの改善、および高いMCSで

の他ユーザへの干渉の低減を達成できることがわかる。
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図 4.9: TPCを導入したAMCの特性
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図 4.10: 送信電力の変動の様子

4.6 結論

本章では、適応変調・符号化 (AMC)における SIR閾値の制御方式について提案した。提

案方式では、SIR閾値をCRC結果に基づいて制御している。そして今よりも高いMCSに切

り替えるための上限閾値と、低いMCSに切り替えるための下限閾値を独立して制御してい

る。VSF-OFCDMシステムにおいて評価を行った結果、様々なチャネル状態において良好

なスループット特性を示すことが確認された。一方、最も低いMCSが選択されており、か

つ、受信性能を満たさない場合には送信電力制御 (TPC)により送信電力を増加させ、逆に

最も高いMCSが選択されており、かつ、受信性能が十分な場合には送信電力を減少させる

ことを提案した。これらについても、AMCと同様に CRC結果に基づく閾値制御を行うこ

とで制御を行っている。AMCおよびTPCを組み合わせた評価についても、最も低いMCS

についてはスループットが改善され、最も高いMCSについては他ユーザへの干渉を低減で

きることが可能となった。以上により、提案方式の有効性が確認され、次世代の通信方式へ

の適用が期待できることがわかった。

CRC結果に基づく閾値制御手法は、3Gシステムの送信電力制御の際に既に実用化されて

いる (アウターループの閾値制御)。そのため、これを適応変調に用いる場合にも、閾値の数

は増えるものの、十分実用的であると考えられる。実際には、3GPP-LTEでは伝搬路状態

を測定するためのパイロット信号 (Sounding Reference Signal)および得られた伝搬路情報

を基地局にフィードバックする機構が備わっている。このようにシステムがAMCをサポー

トする場合には、伝搬路情報を用いることが確実である。一方で、提案方式は実装依存であ

り、システムがサポートしていなくても実現できるというメリットがある。802.11aのように

フィードバックフレームが用意されていないようなシステムや、伝搬路情報のフィードバッ

クのオーバーヘッドを減らしたい場合に有効であると考えられる。
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第5章 Vector Codingにおける適応変調・符
号化および適応コードチャネル数制御

Vector coding (VC) は、MIMOにおける固有モード伝送と同様の手法である。VCでは、

チャネル行列の固有値に応じた複数のコードチャネルが生成され、それらを干渉なく伝送す

ることが可能である。しかしながら、固有値の小さいコードチャネルが性能劣化を引き起こ

す。そのため、伝搬路状況に応じて使用するコードチャネル数を制御する適応コードチャネ

ル数制御が有効であると考えられる。そこで本章では、VCに適応変調・符号化と適応コー

ドチャネル数制御を導入し、評価を行っている。まず、VCそのものの有効性を示すために、

受信側でMMSEを行った場合に比べて VCのパケット誤り率が改善することを示す。続い

て提案方式についてスループットの評価を行い、(理想的な)適応変調・符号化のみ行った場

合に比べて特性が向上ことを示す。

5.1 はじめに

近年、限られた周波数帯域を有効に利用するために、送信側でプリコーディングを施して

受信側の性能を向上する研究が盛んに行われている。例えばMIMOにおける固有モード伝

送 [5.1]は、伝送路行列の固有ベクトルを利用することで、受信側ではストリーム間の干渉を

受けることなくストリームを分離することができる。この手法は無線 LANの IEEE802.11n

規格においてビームフォーミング伝送として採用されている。このような手法は現在さらに

深堀りされており、例えばマルチユーザMIMO[5.2]では、プリコーディングと伝搬路状態に

依存したユーザ選択を組み合わせて、システムとしてのCapacity向上が期待されている。こ

のように伝送路情報をもとに伝送路の直交化を行って送信する手法の 1つにVector Coding

(VC) があり、1980年代後半に提案されている [5.3]-[5.5]。

VCの原理は、MIMOにおける固有モード伝送と同じである。その違いは、チャネル行列

が空間で定義されているか、時間で定義されているかである。VCでは、時間で定義された

チャネル行列から求められるウエイトを送信側で乗算する。そうすることによって、複数の

コードチャネルが形成される。このコードチャネルは、チャネル行列の固有値に相当する利

得を持ち、お互いに干渉し合わない。そのため、VCの高速データ伝送への適用が検討され

ている [5.6][5.7]。また、文献 [5.8]では、VCをMIMOに適用している。VCのように時間

領域の行列を扱う研究としては、文献 [5.17]にあるように、時間領域の行列で ZFもしくは

MMSEを適用するものである。これらの手法に比べると、VCはチャネル容量を最大化す

ることが可能となる。しかし、VCにおいては、伝搬路状態によっては非常に利得の小さい
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(固有値の小さい)コードチャネルが生成される場合があり、これが誤り率に重大な影響を与

える恐れがある [5.9]。そこで、利用するコードチャネルの数を適応的に制御する適応コード

チャネル制御 (Adaptive Code Channel Elimination:ACCE)が求められる。

一方で、適応変調・符号化 (AMC)は、今後の無線通信システムにおいて不可欠な技術と

なっており、様々なシステムに対して数多くの研究がなされている [5.10]-[5.14]。AMCにお

いては、SNRや SIRは典型的な変調方式および符号化率 (MCS)切り替え基準である。この

閾値は、伝搬路状況によって異なるため、文献 [5.15]に示されるように、CRC結果等に基

づいて適応的に制御すべきである。

そこで本章では、VCにおける適応コードチャネル数制御付きの適応変調・符号化方式を提

案する。提案方式では、変調方式や符号化率以外にコードチャネル数も制御されるため、通

常のAMCに比べてスループットの向上が期待できる。また、提案方式をMMSE (Minimum

Mean Square Error) 基準の手法 [5.17]に適用した場合と比較することで、提案手法をVCに

適用することの有効性を示している。

5.2 Vector Coding

ここではVCの原理について説明する。VCにおいては、マルチパス遅延によるシンボル

間干渉を防ぐために、図 5.1に示されるように送信シンボル間に無信号区間 (これをガード

インターバルと呼ぶ)を挿入することが望ましい [5.4]。従って、本節ではGIを挿入したVC

を仮定する。なお、この場合のGIは無信号区間のため、OFDMのように巡回性を持たせた

信号ではない。

time
timePropagation Delay Multipath Tail

Transmission SymbolsTransmitter
Receiver Guard Interval

K samples
G samples

図 5.1: Vector Codingにおける送受信

図 5.1における送信信号ベクトルxが、無線伝送路を経て信信号ベクトル yとして受信さ

れた場合、以下のように表される。

y = Hx + z (5.1)

ここで、xおよび yは、それぞれK × 1および (K + G)× 1のベクトルである。zは雑音ベ

クトルで、yと同じ次元を持ち、各々の要素がAWGNとなっている。Kはシンボルあたり
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のサンプル数であり、GはGIのサンプル数である。H は (K + G) × K のチャネル行列で

あり、以下のように定義される。

H =



h(0) 0 0 . . . 0
h(1) h(0) 0 . . . 0
. . . h(1) h(0) . . . . . .

h(L−1)
... h(1)

. . . 0

0 h(L −1)
...

. . . h(0)
0 0 h(L −1) . . . h(1)
...

...
...

. . .
...

0 0 0 . . . h(L −1)
...

...
...

...
...

0 0 0 . . . 0



(5.2)

ここで、h(l)は l番目 (0 ≤ l ≤ L− 1)のパスの複素インパルス応答であり、Lはパス数で

ある。h(l)は以下のように表される。

h(l) = gle
jθl (5.3)

ここで、glと θlは、l番目のパスの振幅および位相である。送信ベクトル xは、K × K の

次元を持つ拡散行列C と情報ベクトル s = [s0, s1, . . . , sK−1]を乗算したものとして表すこ

とができる。

x = Cs (5.4)

一方、5.2式のチャネル行列H は以下のように固有値分解される。

HHH = V ΛV H (5.5)

ここで、V は、K ×K次元のユニタリ行列であり、V HV = Iを満足する。また、Iは単位

行列である。ΛはK×K次元の対角行列であり、それぞれの要素がHHHの固有値となって

いる。なお、固有値分解の変わりにH を特異値分解 (Singular Value Decomposition:SVD)

することでも V とΛを求めることは可能である。ここで、Λは以下のように表される。

Λ = diag(λ1, λ2, . . . , λK)

λ1 ≥ λ2 ≥ . . . ≥ λK (5.6)

VCにおいては、V は 5.4式のC に等しい。仮に 5.2式のチャネル行列H が送信側で既知

とすると、5.1式は以下のようになる。

y = HV s + z (5.7)

また、V が受信側で既知であるとすると、5.7式は左側から V HHH を乗算することで、以

下のように表される。

V HHHy = V HHHHV s + V HHHz

= V H(V ΛV H)V s + V HHHz

= Λs + V HHHz (5.8)
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ΛはK ×Kの対角行列であるため、結果として、合計K個の直交したコードチャネルが生

成されることになる。つまり、送信側においてV 行列の列ベクトルをデータベクトル sに乗

算することで、多重されたコードチャネルを受信側で干渉なく分離することが可能となる。

上記の定義に従うと、送信側で V が既知である必要がある。また、受信側ではH および

V が既知である必要がある。ただし、H が既知であれば、V は計算によって求めることが

可能である。

5.3 提案方式

5.3.1 Modulation and Coding Scheme (MCS)

AMCにおいては、変調方式と符号化率の組としてMCSを設定し、これを切り替えるこ

とで適応変調・符号化を行う。MCSを最も簡易に選ぶ方法は、伝送速度が均一になるよう

に選ぶといものである。今回は簡単化のため、伝送速度を基に表 5.1に示される 5つのMCS

を用いることとした。

表 5.1: MCS Set

MCS(#) Modulation Coding Normalized
Scheme Rate Physical Rate

MCS(1) QPSK R = 1/2 1.0
MCS(2) 16QAM R = 1/2 2.0
MCS(3) 16QAM R = 3/4 3.0
MCS(4) 64QAM R = 2/3 4.0
MCS(5) 64QAM R = 5/6 5.0

5.3.2 MCS切り替えおよびコードチャネル数制御方式

VCにおいては、5.6式における λkの大きさに依存して各コードチャネルの SNRが決定

される。固有値分解の際に、λkを大きい順にソートすることにより、kで示される番号が大

きくなるほど λkの大きさは小さくなる。そして、小さい λkに対応するコードチャネルは、

時として誤り率を大きく劣化させる可能性がある。そこで、小さい λkに相当するコードチャ

ネルを用いず、その電力を他のコードチャネルに割り当てることで、伝送速度は低下するが

性能の向上が可能となる。このような制御は、V 行列において対応する列ベクトルを用いな

いことで実現できる。つまり、5.4式におけるCをV の部分行列とする。このような制御を

適応的に行うことを、適応コードチャネル数制御 (ACCE)と呼ぶ。

AMCにおいては、MCSをどのように切り替えるかが重要となる。その際には、SNRが

切り替え基準として用いられる。提案方式では、AMCを拡張し、ACCEと併せた制御を
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行う。これを図 5.2に示す。Nactは現在利用しているコードチャネル数、Nminは最低限利

用されるコードチャネル数、Nmaxは利用できる最大のコードチャネル数である。MCS(n)

(n = 1, 2, . . . , Nmcs)は、n番目のMCSであり、NmcsはMCSの総数である。なお今回は表

5.1に示されるように、Nmcs=5である。

MCS(n)が選択されている場合にNact(n)がNmin(n)より小さくなった場合には、MCS(n−
1)に切り替える。一方、Nact(n)がNmax(n) より大きくなった場合には、MCS(n + 1)に切

り替える。ここで、Nact(n)は、受信側で測定した SNR値である SNRmesと、MCS(n)に

対応する SNR閾値である SNRth(n)を比較することで決定される。この SNR閾値を超え

たコードチャネルのみがNact(n)としてカウントされる。この様子を図 5.3に示す。ここで、

ACCEが行われた場合でも、送信電力は一定になるように制御される。つまり、Nact(n)直

前の送信よりも小さな値になった場合には、使われないコードチャネルの電力が他のコード

チャネルに割り振られることになる。

SNR is measured byevery code channelDecide the number ofavailable code channelsNact(n)
Nact(n) < Nmin(n)
MCS(n) is thelowest MCS?

Nact(n) > Nmax(n)
MCS(n) is thehighest MCS?Yes

Yes
Yes
Yes

No No
No

MCS is not changedandNact(n) = Nmin(n)Change to MCS(n-1)andNact(n-1) = Nmax(n-1)

Received Signal of MCS(n)

MCS is not changedandNact(n) = Nmax(n) Change to MCS(n+1)andNact(n+1) = Nmin(n+1)
MCS is not changed

No

Nact(n) is the number of code channels satisfying SNRm(k) > SNRth(n).SNRm(k): Measured SNR of code channel kSNRth(n): SNR threshold for MCS(n)

図 5.2: 提案のAMCおよびACCE

4章で示したように、SNR閾値は、伝搬路状況とMCSに依存する。そのため、閾値は適

応的に制御する必要がある。そこで 4章と同様に、SNR閾値をCRC結果に応じて以下のよ

うに制御する。
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SNR

Index of Code Channel
SNR Threshold of MCS(n) Not usedSNRth(n) is controlled according to the CRC result

Nmin(n)
Nmax(n)Nact(n)

Total K code channels

= SNRth(n)
図 5.3: ACCEの詳細

• CRC OK : SNRth(n)を δdown減少させる

• CRC Error : SNRth(n)を δup増加させる

このように制御する理由については、4章における 4.3節を参照されたい。本章では、δdown =

0.01[dB]、および δup = 0.99[dB]を用いることとした。

5.3.3 NmaxおよびNmin

前節で示したNmax(n)を、以下のように定義する。

Nmax(n) =

{
K if n = Nmcs,
K − 1 otherwise.

(5.9)

5.9式が意味するところは、仮にn ̸= Nmcs、かつNact(n) > K−1であった場合に、MCS(n+

1)に切り替えることを意味する。ここで、Nact(n)の最大値はK である。このことは、現在

選択されているMCSの特性が十分に良い場合には、Nact(n)はK に到達することになり、

その時点で上位のMCSに切り替えることを意味している。

一方、Nminを以下のように定義する。

Nmin(n) = 1 if n = 1,⌈
Nmax(n − 1) · P (n − 1)

P (n)

⌉
otherwise.

(5.10)

ここで、P (n)は正規化されたMCS(n)の伝送速度を表している。これは表 5.1に示されてい

る。また、⌈x⌉は、xを超える最小の整数を表している。5.10式の意味するところは、MCS(n)

の最小の伝送速度 (Nmin(n)に相当)が、MCS(n− 1)の最大の伝送速度 (Nmax(n− 1)に相

当)を下回った場合には、その時点で下位のMCSに切り替えることを意味している。
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time

Nint samples
Preamble Symbols Data SymbolsK samples G samples

図 5.4: パケットフォーマット

time
pilot

Channel Estimation
Feedback of h(k)

• CRC Check• SNR Threshold control• MCS Selection• Code Channel Elimination
SNR Mea-surement time

• MCS Feedback• Number of Code Channels
NintSTA-A

STA-B
Updated MCS and NactVector Coding starts based on the updated channel

SVD
SVD
図 5.5: 提案方式のシーケンス

5.4 システムモデル

本節では、提案するAMCおよびACCEを実現するためのシステム構成について述べる。

5.4.1 プロトコル

図 5.4に、パケットフォーマットを示す。図中、Nintはパケット間隔を意味している。プ

リアンブルはデータシンボルの前に連続して 2度繰り返し送信される。プリアンブルは、同

期や AGCなど様々な用途で用いられるが、本章では簡単化のために SNR測定にのみ用い

られる。

続いて図 5.5に、VCのプロトコルを示す。STA-Aは VC伝送の送信側であり、STA-B

は受信側である。また、FDD(Frequency Division Duplex)を想定している。まず最初に、

STA-Aが STA-Bにパイロット信号を送信する。STA-Bでは、これを用いて伝搬路推定を

行う。VCにおいては、チャネル行列を生成するために 5.3式で示される h(l)を推定する必
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要がある。推定された結果は、STA-Aにフィードバックされる。これにより、STA-Aおよ

び STA-Bの両方で 5.2式で示されるチャネル行列Hを生成することが可能となる。Hが生

成されると、両方の端末で固有値分解 (図中では特異値分解を意味する SVDと記載)が行わ

れ、送信ウエイト V および受信ウエイト V HHH を得ることができる。或いは、固有値分

解を STA-Bでのみ行い、V を STA-Aにフィードバックすることでも VCを行うことが可

能となる。しかし後者の場合、V はK × Kの次元を持つため、上りリンクのスループット

ロスを招く。そのため、本章では h(l)をフィードバックすることを想定する。このフィード

バックの遅延と、固有値分解による遅延は合計して 1パケットとする。SNRは、プリアンブ

ルと固有値分解結果を用いてコードチャネルごとに測定され、SNR閾値と比較される。こ

れにより、MCSとNactが決定される。決定したMCSとNactについても、適用されるのは

直後のパケットではなく、1パケットの遅延を想定している。

固有値分解にはいくつかのアルゴリズムが存在する [5.16]。固有値分解の実現方法がSTA-A

と STA-Bで異なるとすると、生成されるV 行列も異なるものとなる。その違いは、V の各

列に対する位相回転として以下のように表される。

VB = VA · diag(ejϕ1 , ejϕ2 , . . . , ejϕK ), (5.11)

ここで、VAおよび VBは、それぞれ STA-Aおよび STA-Bで計算されるV 行列である。こ

の位相回転は、プリアンブルのような既知信号を用いて補正することが可能である。しかし

本章では、AMCとACCEの評価に焦点を当てているため、STA-Aと STA-Bで同じ固有値

分解のアルゴリズムを適用している (或いはシステムで固有値分解の手法が定義されている)

ものと仮定する。よって、5.11式に示される位相回転は起こらないものとする。

5.4.2 伝搬路推定

前節において示したように、STA-Bでは伝搬路の複素インパルス応答である h(l)の推定

が必要となる。そのため、それを推定するためのパイロット信号系列が性能に大きな影響を

与える。そこで本章では、自己相関特性に優れたM系列を採用している。図 5.6に、M系

列を受信した際の伝搬路推定の構成を示す。ここで、Kpはパイロット信号のサンプル数 (系

列長)であり、Gpはパイロット系列の GIのサンプル数である。F は RAKE受信の場合と

同様のフィンガ数であり、Dは 1サンプルの遅延素子である。図中、相関器 (correlator)は、

送信側と同じM系列との相関をとるものである。このような構成により、F パス分の伝送

路推定値を得ることができる。
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DD2
DF-1

Correlator #0Correlator #1Correlator #2
Correlator #F-1

h(0)h(1)h(2)
h(F-1)

Received Pilot
time

Kp Gp GK K KG
Preamble symbols Data symbols

KG

図 5.6: 伝搬路推定方式

5.5 シミュレーション結果

5.5.1 シミュレーション条件とパラメータ

図 5.7に、シミュレーションにけるブロック図を示す。畳み込み符号化およびインターリー

ブされたデータは、変調され、送信ウエイトである V が乗算される。ここで、V は事前に

求められたチャネル行列から計算される。受信側においては、V HHH が乗算された後、復

調、デインターリーブ、ビタビ復号が行われる。復号された結果をもとに、CRCチェックが

行われる。そしてパケット先頭のプリアンブルにおいて求められた SNR測定値と、CRC結

果に基づいて制御された SNR閾値を比較し、次に用いるMCSとコードチャネル数が決定

される。今回の評価では、上りリンクは理想的としており、伝搬路推定値は受信側 (STA-B)

から送信側 (STA-A)に誤りなくフィードバックできるものとする。

表 5.2に、シミュレーションパラメータを示す。MCSは表 5.1に示された 5つのMCSが

用いられている。Vector Codingによるシステムの評価はこれまで存在しないため、試験的

に無線 LANのような用途を想定し、帯域幅は 10MHzを想定している。そのため伝搬モデ

ルは、4章と同様に、屋内向けの HiperLAN/2モデルを用いているが、これをサンプリン

グレート (10MHz/16)の分解能まで落とした指数減衰モデルを近似的に用いている。また、

ドップラ周波数は 5Hzとしている。

“Processing gain”は拡散率を表し、データシンボルあたりのサンプル数を示す。従って、

V およびH 行列の次元はそれぞれ 16×16および 20×16となる。パイロット信号は周期が

63のM系列で、系列長も 63としている。パイロット信号のGIは 17サンプルであり、これ

はGIを含めたパイロット信号のサンプル数であるKp+Gp(=80)が、データシンボルのそれ
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であるK+G(=20) の整数倍となっている。パイロットの挿入間隔は記載がない場合には 10

パケットに 1シンボルとしているが、これについては 5.5.3節の最後に評価を行っている。

VHHHChannelH

s V

y

xConvol.Coding Inter-leaving S/P Mod.

Noise z Demod. P/S

Deinter-leaving ViterbiDecoding CRCCheck
SNRMeasure. Decision of• Modulation Scheme• Coding Rate• No. of Code Channel

AMC / ACCE

ChannelEstimation SVD
x

Same modulation scheme for all code channels

図 5.7: シミュレーションブロック図
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表 5.2: シミュレーションパラメータ

MCS See Table 5.1
Nmax and Nmin Calculated from Equation (5.9)

and (5.10) in K=16
Target PER 0.01

(∆up=0.99dB,∆down=0.01dB)
Carrier & Bandwidth 2.4GHz, 10MHz Channel
Processing Gain, K 16
Guard Interval, G 4
Channel Coding Convolutional Coding

Constraint Length = 7
No. of Preamble Symbols 2
No. of Data Symbols 16
Pilot Signal M-sequence (Kp=63,Gp=17)

1 Signal per 10 Data Packets
Interval between 2 Data Symbols
Data Packets, Nint (40 samples)
Channel Model Exponential 4-path Model

(3dB decrement per path)
Doppler Frequency, fd = 5Hz

0.001
0.01
0.1

1

0 5 10 15 20 25 30 35 40SNR          [dB]

PER

MCS1 - VCMCS1 - MMSEMCS2 - VCMCS2 - MMSEMCS3 - VCMCS3 - MMSEMCS4 - VCMCS4 - MMSEMCS5 - VCMCS5 - MMSE

図 5.8: VCとMMSEの PER特性
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5.5.2 MMSE等化

提案方式の評価を行う前に、VCの有効性を示すためにMMSE等化との比較を行ってい

る。VCでは、小さい固有値に対応するコードチャネルが誤りを増加させるが、MMSEで

は、各コードチャネルの利得に大差はないと考えられる。MMSE等化は、受信側でのウエイ

トを以下のように設定することで実現できる (5.8式における受信側のウエイト V HHH を、

WMMSE に置き換える)。

WMMSE = (HHH + σ2I)−1 · HH (5.12)

ここで、Hは 5.2式で定義されている。σ2は雑音電力であり、E[zzH ]の対角成分に等しい。

なお、MMSE等化は受信機のみで実現できるため、この場合には 5.4式におけるC は単位

行列 I に置き換えられる。VCとのパケット誤り率特性は次節で示す。

5.5.3 結果と考察

図 5.8に、VCとMMSEのパケット誤り率比較結果を示す。伝搬路推定およびMMSEの

雑音電力測定は理想的である。図 5.8の特性より、VCの PER特性がMMSEよりも優れて

いることが確認できる。VCにおいては、各コードチャネルが異なる利得を持っているため、

その間でインターリーブおよび誤り訂正が行われることで符号化利得が大きくなる傾向があ

る。また、お互いのコードチャネルが (雑音強調なしに)干渉し合わないことも利点の 1つ

である。一方でMMSEでは、ウエイト乗算後の各コードチャネルの電力は等しく、誤り訂

正の利得がVCに比べると小さくなると考えられる。このことは、MCS5のように符号化率

が低い場合には、誤り訂正による利得が小さくなり、VCとMMSEの差も小さくなってい

ることから伺える。ただしMMSEは受信側のみの処理となるため、伝搬路情報を送信側に

フィードバックしなくて済むという利点がある。

続いて図 5.9および図 5.10に、提案方式を適用した場合のVCとMMSEのスループット

特性をそれぞれ示す。同じ図中に、各MCSのスループット特性 (Nact=16の場合)も同時に

示している。伝搬路推定と SNR測定は理想的である。図 5.9において、提案方式は個々の

MCSのスループット特性よりも良好な特性を示している。つまり、最適なAMCが行われた

と想定した場合の特性よりも優れていることがわかる。また、図 5.10を見ると、提案方式を

適用した場合のVCの特性に比べて、MMSEでは大幅な劣化が確認できる。これは、MMSE

では各コードチャネルの誤り数に大差がないため、ACCEによってコードチャネルを削減し

てしまうと誤り率はさほど変化しないわりに伝送速度が下がってしまうためである。
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0.00.51.01.52.02.53.03.5

0 5 10 15 20 25 30 35 40SNR    [dB]
Throughput    [bp
s/Hz] MCS1MCS2MCS3MCS4MCS5ACCE

図 5.9: MCSごとの特性と提案方式の特性 (VC)

0.00.51.01.52.02.53.03.5

0 5 10 15 20 25 30 35 40SNR    [dB]
Throughput    [bp
s/Hz] MCS1MCS2MCS3MCS4MCS5ACCE

図 5.10: MCSごとの特性と提案方式の特性 (MMSE)

図 5.9において、VCでは固有値の小さいコードチャネルが誤りを多く引き起こすため、

それを用いないような制御を行う ACCEが有効に機能し、スループットを向上させている

と考えられる。このことを証明するために、図 5.11に、各MCSとコードチャネル数の出現

率を示す。図中、(a)SNR=10dB、(b)SNR=8dB、(c)SNR=20dBである。図 5.11(a)では、
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 Ratio MCS2MCS3MCS4MCS5

(a)  SNR=10dB

(b)  SNR=8dB

(c)  SNR=20dB
図 5.11: Nactごとの出現率

ACCEによって、伝搬路状態に応じてコードチャネル数が制御されている様子がわかる。し

かしながら、図 5.11(b)においては、MCS1のNact=15、およびMCS2のNact=8が傑出し

て選択されている。これらの Nact の値はMCS1の Nmax およびMCS2の Nmin に等しい。

つまり、最適なMCSおよびコードチャネル数がこれらの間に位置していることを示してい

る。また、図 5.11(c)においても同様に、Nmax(3)である 15とNmin(4)である 8が数多く選

択されており、最適な動作点はその間にあると考えられる。これらのことが、図 5.9におい

て SNR=8dBと 20dBにおいて不連続点が存在する原因である。従って、(n = 1, 3)におけ

るNmax(n)およびNmin(n + 1)の設定値を変更することで、性能が改善される可能性があ

る。しかしこれらは伝搬路依存であるため、今回ではNmaxとNminを伝送速度によっての

み決定している。

続いて図 5.12に、伝搬路推定時におけるフィンガ数に応じた特性を示す。“ACCE”は、提

案方式をあらわしており、“AMC”は、各MCSの特性の最大のスループットをなぞったカー

ブ (つまり最適な AMCがかけられたと仮定した場合)を表している。また、SNR測定は理

想的である。提案方式 “VC(ACCE)”における F=4の特性は、伝搬路推定が理想的である

“VC(ACCE) - Ideal”に非常に近いことがわかる。F=4はシミュレーションで想定したパス

数 Lと等しいため、適切なフィンガ数を設定すれば伝搬路推定による誤差は小さいと言え
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0.00.51.01.52.02.53.03.5

0 5 10 15 20 25 30 35 40SNR    [dB]
Throughput 
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F=3 F=3 F=3F=4 F=4 F=4F=5 F=5 F=5Ideal VC(AMC)VC(ACCE) MMSE(AMC)
VC(ACCE) - Ideal

図 5.12: 伝搬路推定のフィンガ数に応じた特性

る。また、すべての場合において、F=4とF=5の場合の特性差は極めて小さい。そのため、

F=5にして最後の 1つのフィンガが雑音を拾った状態でチャネル行列H を構成しても、性

能の劣化は小さいということになる。

一方で、F=3では、VCであってもMMSEであっても大きな性能劣化が生じている。さ

らに提案方式においては、F=3の場合は他方式よりも性能が劣化する。これは、伝搬路行

列の推定値が実際と異なるためにVCが機能せず、各コードチャネル間で性能差が出ない状

態でACCEによってコードチャネルの削減が行われるためと考えられる。

最後に、伝搬路変動に対する特性について示す。今回の評価では屋内環境を想定している

ため、高速なチャネル変動は考慮していない。しかし提案方式の伝搬路変動に対する指標

を示すために本評価を行った。図 5.13においてNpはNp個のパケットごとにパイロット信

号を 1シンボル挿入した場合の結果である。伝搬路推定は F=4のフィンガ数で行い、SNR

測定もプリアンブルを用いて行っている。パイロット信号間の間隔が小さい場合、伝搬路変

動に対しては強くなるが、パイロット信号によるオーバーヘッドでスループットの劣化を招

く。図 5.13を見ると、fdが 20Hz以下であれば 10パケットに 1シンボルのパイロットが良

い選択であると言える。fd=5Hzの場合、パイロット間隔が 1.5msec以内の場合に提案方式

は最も良好な特性を示す。しかしそれ以外では特性が最も悪くなっている。これはVC自体

がMMSEに比べて伝搬路変動に弱いというわけではない。なぜなら最適な AMCのみ適用

されたとした場合 (“AMC”のプロット)で比較すると、VCとMMSEでは大差がないから

である。よって、前節のフィンガ数の評価の場合同様に、伝搬路変動によってコードチャネ

ル間の性能差がなくなった状態で ACCEが行われると、スループットが劣化するというこ

とになる。そのため、伝搬路変動が激しい場合に提案方式を用いる際には、パイロット信号
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図 5.13: チャネル変動に関する特性 (SNR=30dB)

の挿入間隔と、伝搬路変動の度合いに応じて、使い分ける必要がある。

5.6 結論

本章では、Vector Coding(VC)における適応変調・符号化 (AMC)と適応コードチャネル

数制御 (ACCE)を提案した。まず最初に、VCそのものが、MMSEよりも優れた性能すこ

とを確認した。続いて提案方式は、AMCだけを適用した場合に比べてスループット特性を

向上させることが可能であることを示した。また、伝搬路推定の際に必要なフィンガ数に応

じた特性、および伝搬路変動に対する特性について明らかにした。伝搬路推定もしくは伝搬

路追従が不完全な場合には、提案方式は大きく劣化するため、AMCだけを適用する場合と

切り替えるなどの工夫が必要であることがわかった。

VCは 1990年以前に提案されており、かつ、固有モード伝送を実現していたにもかかわら

ず、これまでほとんど研究はなされていない。この理由の 1つとしては、巨大なサイズの特

異値分解を必要とするためであると考えられる。VCが提案されてから 20年近く経つ現在に

おいては、IEEE802.11nの送信ビームフォーミングにおいて特異値分解が前提とされている

ものの、せいぜい 4x4である。しかし大きなサイズの特異値分解は、画像のスペクトル解析

などで既に用いられている。OFDMが 30年近く経って実用化されたのと同様に、ASICの

進歩により無線領域でも実用化の可能性はある。しかしVCでは、伝搬路情報を送信側に通

知する必要があるため、フィードバックのオーバーヘッドが生じることも欠点の 1つである。

これはTDDなどを用いることによって緩和できる可能性があるが、OFDMのように伝搬路
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によらずフーリエ行列で直交化ができるメリットは大きく、演算量とフィードバックの面で

OFDMには及ばない。ただ今回提案したコードチャネル数制御自体はOFDMやMIMOの

ストリーム数制御でも適用可能であるため、様々なシステムに応用できると考えられる。
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第6章 本論文の結論

本論文では、無線通信の高速化において今後ますます需要が見込まれる適応制御につい

て、様々なシステムをモチーフとして検討を行った。まず第 2章では、干渉キャンセラにお

いて、レプリカ信号作成時の誤り訂正情報を干渉キャンセル後の復号に適応的に用いること

で、演算量の大幅な削減を達成した。続いて第 3章においては、MC-CDMAに適応制御を

導入し、周波数選択性フェージングにおいて落ち込んだサブキャリアを適応的に用いないこ

とで従来のDS-CDMAに比べて性能が向上することを確認した。第 4章では、適応変調・符

号化 (AMC)における変調方式および符号化率 (MCS)を決定するための閾値を適応的に制

御することにより、VSF-OFCDMにおいて最適に近いスループット特性を達成することを

確認した。第 5章では、Vector Coding(VC)に対して、AMCおよび利用するコードチャネ

ル数を適応的に制御する手法を提案し、その有効性を確認した。

6.1 DS-CDMA干渉キャンセラにおけるビタビ復号器の演算量削減

に関する検討 (第2章)

第 2章では、適応制御の別のアプローチとして、演算量削減に注目して検討を行っている。

CDMAの干渉キャンセラにおいては、レプリカ信号作成時に一度誤り訂正を行うことでレ

プリカ信号の精度が向上し、それが干渉キャンセル後の信号の精度向上につながる。しかし

レプリカ信号作成時と、干渉キャンセル後の信号の両方について誤り訂正復号が必要となる。

そこでレプリカ生成時の復号情報を用いて、干渉キャンセル後の誤り訂正復号の演算量を削

減し、高速化を行う手法を提案した。提案する手法は、相関器出力の情報とレプリカ生成時

の復号パスを合わせて信頼性の高いパスを決定し、そこについては干渉キャンセル後には復

号を行わないというものである。

計算機シミュレーションの結果、ビタビ復号器の演算を構成するACS(Add Compare Select)

部の演算量を最大で 80%削減できることとなった。ただし 0.5-1dB程度の性能劣化が起こる

ため、演算量と性能とのトレードオフとなる。

6.2 部分帯域伝送を用いた直交マルチコードMC-CDMAシステム

(第3章)

第 3章では、MC-CDMAとして、2つの手法を用いた。1つ目は拡散前のデータを直並列

変換し、拡散後に各サブキャリアに割り当てる S/Pタイプであり、もう 1つは拡散された
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データを直並列変換して各サブキャリアに割り当てるCPタイプ (拡散前のデータをサブキャ

リア数分コピーした後に周波数方向に拡散する手法と等価のため、CPと呼ぶ)である。両

方式について、周波数選択性フェージングによって落ち込んだサブキャリアを用いないこと

で性能を改善する部分帯域伝送を適用し、DS-CDMAと比較を行った。

比較においてはパケット通信を想定し、各ユーザのトラフィックを変動させて評価を行っ

た。その結果、提案方式を用いることで、DS-CDMAと比べて、パケット誤り率が 1%の地点

の所要Eb/N0が約 4-5dB改善された。また、遅延特性およびスループット特性もDS-CDMA

に比べて良好な特性を示した。一方でMC-CDMAの 2方式間では、S/PタイプがCPタイ

プよりも優れた性能を示したが、これはCPタイプの逆拡散の操作を工夫することで改善で

きる可能性がある。

6.3 適応変調・符号化における閾値制御方式に関する検討 (第4章)

第 4章では、第 4世代 (4G)の移動通信を想定し、適応変調・符号化 (AMC)について検討

を行った。AMCでは、測定した SIR値が閾値を超える (或いは下回る) 場合にはMCSを切

り替えるという手法がよく知られている。そのため、変調方式・符号化率 (MCS)を切り替

えるための SIR閾値の設定が性能を大きく左右する。しかし SIR閾値は伝搬路状態や受信

機の実装に依存するため、予め決めておくことが困難である。そこで、この SIR閾値の設定

をパケットが誤ったか否かの情報に基づいて動的に制御する機構を導入した。さらに上位の

MCSに切り替える閾値と、下位のMCSに切り替える閾値を別々のパケット誤り率をター

ゲットとして制御することを提案した。

提案方式を VSF-OFCDMシステムで評価した結果、最適に近いMCSの選択がなされて

いることを示した。また、最も下位もしくは上位のMCSが選ばれている場合には、送信電

力制御を行い、スループット改善もしくは他ユーザへの干渉の低減を可能とした。

6.4 Vector Codingにおける適応変調・符号化および適応コードチャ

ネル数制御 (第5章)

第 5章では、固有モード伝送の 1つであるVector Coding(VC)において、適応変調・符号

化とコードチャネル数制御 (ACCE)を適用している。コードチャネル数制御とは、VCにお

いて生成される複数のコードチャネルのうち、固有値の小さいコードチャネルを使わないよ

うにすることである。4章同様、AMCおよびACCEにおいては SNR値を用いてMCSの切

り替えおよびコードチャネル数の決定を行っている。また、SNR閾値は、パケット誤りに

よって適応的に制御を行うことで、伝搬路の統計的な性質が変わっても対応することが可能

となっている。

性能評価の結果、提案方式はAMCのみを用いた場合に比べて SNR値によっては 1.4倍程

度のスループット改善効果が見込まれた。これはACCEによる効果であると考えられる。一
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方で、伝搬路推定に誤りがある場合や、伝搬路変動によって実際の伝搬路と推定値が異なっ

てくるような場合には、VC自体が有効に機能せず、コードチャネル間の性能差がなくなる

ためにACCEによってスループットが劣化してしまう現象が確認された。そのため、ACCE

の適用については伝搬路状況を見て判断する必要がある。

6.5 全体のまとめ

本論文では、第 3世代、第 4世代の無線通信システム、および今後応用が期待される固有

モード伝送をモチーフとして、適応制御を行うことで受信機の演算量の削減、およびスルー

プットの向上について検討した。まず最初に、当時問題であったビタビ復号器の演算量削減

手法を提案し、干渉キャンセラにおいて性能劣化を抑えてビタビ復号器の演算量を大幅に削

減することが可能となった。続いて適応制御によるスループット向上に関する検討として、

MC-CDMAにおいて周波数領域に適応制御を適用し、その有効性を確認した。また、適応

制御におけるスループット向上としてよく知れた手法である適応変調・符号化について新し

い閾値制御方式を提案し、MC-CDMAの応用形である VSF-OFCDMをモチーフとしてそ

の有効性を確認した。そしてこのような手法を、固有モード伝送であるVector Codingに適

用し、変調方式と符号化率のみならず符号数 (コードチャネル数)を制御し、変調方式と符号

化率のみを制御した場合に比べてさらにスループットが改善することを示した。

適応制御の性能は、SNRもしくは SIRの測定、伝搬路推定、ARQ、上りリンクの品質な

どに大きく依存する。これらの各種要因や実装方式についてはシステム仕様 (フレーム構成

など)によって手法は様々であり、想定するシステムによって最適化が必要である。今回は

これらの技術については簡易なもの、もしくは既知のもので行ったが、それに起因する劣化

と適応制御の関係については今後の検討課題の 1つである。
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